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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操作量を与えて制御対象を駆動する駆動システムであって、
　前記制御対象の第１部分の第１計測点の位置に関連する第１制御量を計測する第１計測
器と、
　前記制御対象の第２部分の第２計測点の位置に関連する第２制御量を計測する第２計測
器と、
　前記第１計測器の計測結果と、前記第２計測器の計測結果と、目標値とを用いた制御演
算によって前記操作量を求め、該操作量を前記制御対象の操作点に与える制御部と、を備
え、
　前記制御対象の前記操作点から前記第１計測点までを剛体としたときに現れる共振時の
振動モードにおいて、前記第１部分の共振時の振動モードと前記第２部分の共振時の振動
モードとは逆相の関係にあり、
　前記制御部は、
　前記第１制御量と前記目標値との偏差を用いて第１の量を求める第１の制御器と、前記
第２制御量と前記目標値との偏差を用いて第２の量を求める第２の制御器と、前記第１及
び第２の量の和を算出し、該和を前記操作量として前記制御対象に与える加算器とを含み
、
　前記目標値が入力され、前記第１制御量及び前記第２制御量のラプラス変換Ｘ１，Ｘ２

と前記第１、第２制御器のそれぞれに対応する伝達関数Ｃ１，Ｃ２とを用いてラプラス変
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換形Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１Ｘ１＋Ｃ２Ｘ２で表現される演算式に従って前記操作量Ｕ（
Ｘ１，Ｘ２）を求める閉ループ制御系を、前記制御対象と共に構成し、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、前記第１及び第２部分に対応する伝達関数Ｐ１，Ｐ２のそ
れぞれに含まれる共振モードに対応する極が伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相殺さ
れるように決定されている駆動システム。
【請求項２】
　前記第１制御量は、前記第１部分の位置に関連する少なくとも１種類の物理量を含み、
　前記第２制御量は、前記第２部分の位置に関連する少なくとも１種類の物理量を含む請
求項１に記載の駆動システム。
【請求項３】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具体形は、前記第１及び第２部分の運動をばねにより連結さ
れた２つの剛体の運動として表現する力学模型を用いて与えられる請求項１又は２に記載
の駆動システム。
【請求項４】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、前記操作量と前記第１及び第２制御量のラプラス変換（Ｕ
，Ｘ１，Ｘ２）を用いてＰ１＝Ｘ１／Ｕ，Ｐ２＝Ｘ２／Ｕと定義され、
　前記力学模型に含まれる各種パラメータは、前記操作量に対する前記第１及び第２制御
量の実測結果を、前記定義式Ｐ１＝Ｘ１／Ｕ，Ｐ２＝Ｘ２／Ｕに適用することにより求め
られる前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の周波数応答特性を、前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具体形が
再現するように決定されている請求項３に記載の駆動システム。
【請求項５】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、剛体モード及び前記共振モードの特性をそれぞれ表現する
関数ＤＰ，ＤＲを用いて分数式Ｐ１＝ＮＰ１／ＤＰＤＲ，Ｐ２＝ＮＰ２／ＤＰＤＲにより
表され、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、分数式Ｃ１＝ＮＣ１／ＤＣ，Ｃ２＝ＮＣ２／ＤＣにより表
され、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２の分母部分ＤＣは、ＤＣＤＰ＋α（αは任意の解析関数）が任
意の安定な極を有するように決定されている請求項１～４のいずれか一項に記載の駆動シ
ステム。
【請求項６】
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２の分子部分ＮＣ１，ＮＣ２は、前記閉ループ制御系の伝達関数
の特性方程式ＡＣＬ＝ＤＣＤＰＤＲ＋ＮＣ１ＮＰ１＋ＮＣ２ＮＰ２がＡＣＬ＝（ＤＣＤＰ

＋α）ＤＲを満たすように、前記任意の解析関数α及び前記剛体モードに係るパラメータ
のみにより与えられる定数ａ，ｂを用いてＮＣ１＝ａα、ＮＣ２＝ｂαと決定されている
請求項５に記載の駆動システム。
【請求項７】
　前記制御対象は、並進方向に駆動され、
　前記第１及び第２制御量は、前記第１及び第２部分のそれぞれの前記並進方向に関する
位置に関連する物理量の少なくとも１つを含む請求項１～６のいずれか一項に記載の駆動
システム。
【請求項８】
　前記制御対象は、回転方向に駆動され、
　前記第１及び第２制御量は、前記第１及び第２部分のそれぞれの前記回転方向に関する
位置に関連する物理量の少なくとも１つを含む請求項１～６のいずれか一項に記載の駆動
システム。
【請求項９】
　前記制御対象の前記第１及び第２部分は、それぞれ、並進及び回転方向に駆動され、前
記第１制御量は、前記第１部分の前記並進方向に関する位置に関連する物理量の少なくと
も１つを含み、
　前記第２制御量は、前記第２部分の前記回転方向に関する位置に関連する物理量の少な
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くとも１つを含む請求項１～６のいずれか一項に記載の駆動システム。
【請求項１０】
　エネルギビームで物体を露光して前記物体上にパターンを形成する露光装置であって、
　前記物体を保持して所定面上を移動する移動体を前記制御対象とする請求項１～９のい
ずれか一項に記載の駆動システムを備える露光装置。
【請求項１１】
　前記移動体は、前記所定面上を移動する第１移動体と、該第１移動体上で前記物体を保
持して移動する第２移動体とを有し、
　前記制御対象の前記第１及び第２部分は、それぞれ、前記第１及び第２移動体に含まれ
る請求項１０に記載の露光装置。
【請求項１２】
　前記移動体は、前記物体を保持して所定面上を移動する第１移動体と、該第１移動体の
一部を構成するナット部とともに送りねじ機構を構成するねじ部を含む第２移動体とを有
し、
　前記制御対象の前記第１及び第２部分は、それぞれ、前記第１及び第２移動体に含まれ
る請求項１０又は１１に記載の露光装置。
【請求項１３】
　エネルギビームによりマスクを介して物体を露光する露光装置であって、
　前記マスクを保持して移動する移動体を前記制御対象とする請求項１～９のいずれか一
項に記載の駆動システムを備える露光装置。
【請求項１４】
　操作量を与えて制御対象を駆動する駆動方法であって、
　前記制御対象の第１部分の位置に関連する第１制御量を計測することと、
　前記制御対象の第２部分の位置に関連する第２制御量を計測することと、
　前記第１制御量の計測結果と前記第２制御量の計測結果と目標値とを用いた制御演算を
行なって操作量を求め、該操作量を前記制御対象に与えて前記制御対象を駆動することと
、を含み、
　前記第２制御量の計測に先だって、前記制御対象の前記操作点から前記第１計測点まで
を剛体としたときに現れる共振時の振動モードにおいて、前記第１部分の共振時の振動モ
ードと、前記第２部分の共振時の振動モードとが逆相の関係になるように前記第２部分の
位置を設定しておき、
　前記駆動することでは、
　前記第１及び第２制御量のラプラス変換Ｘ１，Ｘ２と、前記第１制御量と前記目標値と
の偏差を用いた第１の量及び前記第２制御量と前記目標値との偏差を用いた第２の量を求
めるための制御演算にそれぞれ対応する伝達関数Ｃ１，Ｃ２と用いてラプラス変換形Ｕ（
Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１Ｘ１＋Ｃ２Ｘ２により与えられる演算式に従って前記操作量Ｕ（Ｘ１

，Ｘ２）を求め、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、前記第１及び第２部分に対応する伝達関数Ｐ１，Ｐ２のそ
れぞれに含まれる前記共振モードに対応する極が伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相
殺されるように決定される駆動方法。
【請求項１５】
　前記第１制御量は前記第１部分の位置に関連する少なくとも１種類の物理量であり、前
記第２制御量は前記第２部分の位置に関連する少なくとも１種類の物理量である請求項１
４に記載の駆動方法。
【請求項１６】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具体形は、前記第１及び第２部分の運動をばねにより連結さ
れた２つの剛体の運動として表現する力学模型を用いて与えられる請求項１４又は１５に
記載の駆動方法。
【請求項１７】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、前記操作量と前記第１及び第２制御量のラプラス変換（Ｕ
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，Ｘ１，Ｘ２）を用いてＰ１＝Ｘ１／Ｕ，Ｐ２＝Ｘ２／Ｕと定義され、
　前記力学模型に含まれる各種パラメータは、前記操作量に対する前記第１及び第２制御
量の実測結果を、前記定義式Ｐ１＝Ｘ１／Ｕ，Ｐ２＝Ｘ２／Ｕに適用することにより求め
られる前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の周波数応答特性を、前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具体形が
再現するように決定される請求項１６に記載の駆動方法。
【請求項１８】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、前記剛体モード及び前記共振モードの特性をそれぞれ表現
する関数ＤＰ，ＤＲを用いて分数式Ｐ１＝ＮＰ１／ＤＰＤＲ，Ｐ２＝ＮＰ２／ＤＰＤＲに
より表され、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、分数式Ｃ１＝ＮＣ１／ＤＣ，Ｃ２＝ＮＣ２／ＤＣにより表
され、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２の分母部分ＤＣは、ＤＣＤＰ＋α（αは任意の解析関数）が任
意の安定な極を有するように決定されている請求項１４～１７のいずれか一項に記載の駆
動方法。
【請求項１９】
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２の分子部分ＮＣ１，ＮＣ２は、前記閉ループ制御系の伝達関数
の特性方程式ＡＣＬ＝ＤＣＤＰＤＲ＋ＮＣ１ＮＰ１＋ＮＣ２ＮＰ２がＡＣＬ＝（ＤＣＤＰ

＋α）ＤＲを満たすように、前記任意の解析関数α及び前記剛体モードに係るパラメータ
のみにより与えられる定数ａ，ｂを用いてＮＣ１＝ａα、ＮＣ２＝ｂαと決定されている
請求項１８に記載の駆動方法。
【請求項２０】
　前記計測することでは、前記第１及び第２制御量として、前記第１及び第２部分のそれ
ぞれの並進方向に関する位置に関連する物理量の少なくとも１つを計測し、
　前記駆動することでは、前記制御対象を、前記並進方向に駆動する請求項１４～１９の
いずれか一項に記載の駆動方法。
【請求項２１】
　前記計測することでは、前記第１及び第２制御量は、前記第１及び第２部分のそれぞれ
の回転方向に関する位置に関連する物理量の少なくとも１つを計測し、
　前記駆動することでは、前記制御対象を、前記回転方向に駆動する請求項１４～１９の
いずれか一項に記載の駆動方法。
【請求項２２】
　前記計測することでは、前記第１制御量として前記第１部分の並進方向に関する位置に
関連する物理量の少なくとも１つを、前記第２制御量として、前記第２部分の回転方向に
関する位置に関連する物理量の少なくとも１つを、それぞれ計測し、
　前記駆動することでは、前記制御対象の前記第１及び第２部分を、それぞれ、前記並進
及び前記回転方向に駆動する請求項１４～１９のいずれか一項に記載の駆動方法。
【請求項２３】
　エネルギビームで物体を露光して前記物体上にパターンを形成する露光方法であって、
　請求項１４～２２のいずれか一項に記載の駆動方法により、前記物体を保持して所定面
上を移動する移動体を、前記制御対象として、駆動することを含む露光方法。
【請求項２４】
　前記所定面上を移動する第１移動体と、該第１移動体上で前記物体を保持して移動する
第２移動体とを有する前記移動体が、前記制御対象とされ、
　前記移動体の駆動に際して、前記第１移動体の位置に関連する第１制御量、及び前記剛
体モードに対し前記第１移動体と逆相の共振モードを示す前記第２移動体の位置に関連す
る第２制御量が、計測される請求項２３に記載の露光方法。
【請求項２５】
　前記物体を保持して所定面上を移動する第１移動体と、該第１移動体の一部を構成する
ナット部とともに送りねじ機構を構成するねじ部を含む第２移動体とを有する前記移動体
が、前記制御対象とされ、
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　前記移動体の駆動に際して、前記第１移動体の位置に関連する第１制御量、及び前記剛
体モードに対し前記第１移動体と逆相の共振モードを示す前記第２移動体の位置に関連す
る第２制御量が、計測される請求項２３又は２４に記載の露光方法。
【請求項２６】
　エネルギビームによりマスクを介して物体を露光する露光方法であって、
　請求項１４～２２のいずれか一項に記載の駆動方法により、前記マスクを保持して移動
する移動体を前記制御対象として駆動することを含む露光方法。
【請求項２７】
　制御対象を駆動する駆動システムを設計する駆動システム設計方法であって、
　剛体モードに対する振動モードが互いに逆相となる前記制御対象の第１部分及び第２部
分に、それぞれの位置に関連する第１制御量及び第２制御量を計測する第１及び第２計測
器を設置することと、
　前記第１計測器の計測結果と、前記第２計測器の計測結果と、目標値とを用いて制御演
算を行なって操作量を求め、該操作量を前記制御対象に与える制御部を用意することと、
含み、
　前記制御部は、前記制御対象に与える操作量を求めるための演算式を、前記第１及び第
２制御量のラプラス変換Ｘ１，Ｘ２と、前記第１及び第２制御量のそれぞれと目標値との
偏差を用いてそれぞれ第１及び第２の量を求めるための制御演算にそれぞれ対応する伝達
関数Ｃ１，Ｃ２と用いてラプラス変換形Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１Ｘ１＋Ｃ２Ｘ２により与
え、前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２を、前記第１及び第２部分に対応する伝達関数Ｐ１，Ｐ２の
それぞれに含まれる共振モードに対応する極が伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相殺
されるように決定する駆動システム設計方法。
【請求項２８】
　前記決定することでは、前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具体形を、前記第１及び第２部分の
運動をばねにより連結された２つの剛体の運動として表現する力学模型を用いて与える請
求項２７に記載の駆動システム設計方法。
【請求項２９】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、前記操作量と前記第１及び第２制御量のラプラス変換（Ｕ
，Ｘ１，Ｘ２）を用いてＰ１＝Ｘ１／Ｕ，Ｐ２＝Ｘ２／Ｕと定義され、
　前記力学模型に含まれる各種パラメータを、前記操作量に対する前記第１及び第２制御
量を計測し、該計測結果を前記定義式Ｐ１＝Ｘ１／Ｕ，Ｐ２＝Ｘ２／Ｕに適用することに
より求められる前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の周波数応答特性を、前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２の
具体形が再現するように、決定する、請求項２８に記載の駆動システム設計方法。
【請求項３０】
　前記伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、前記剛体モード及び前記共振モードの特性をそれぞれ表現
する関数ＤＰ，ＤＲを用いて分数式Ｐ１＝ＮＰ１／ＤＰＤＲ，Ｐ２＝ＮＰ２／ＤＰＤＲに
より表され、
　前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、分数式Ｃ１＝ＮＣ１／ＤＣ，Ｃ２＝ＮＣ２／ＤＣにより表
され、
　前記決定することでは、前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２の分母部分ＤＣを、ＤＣＤＰ＋α（α
は任意の解析関数）が任意の安定な極を有するように決定する請求項２７～２９のいずれ
か一項に記載の駆動システム設計方法。
【請求項３１】
　前記決定することでは、前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２の分子部分ＮＣ１，ＮＣ２を、前記閉
ループ制御系の伝達関数の特性方程式ＡＣＬ＝ＤＣＤＰＤＲ＋ＮＣ１ＮＰ１＋ＮＣ２ＮＰ

２がＡＣＬ＝（ＤＣＤＰ＋α）ＤＲを満たすように、前記任意の解析関数α及び前記剛体
モードに係るパラメータのみにより与えられる定数ａ，ｂを用いてＮＣ１＝ａα、ＮＣ２

＝ｂαと決定する請求項３０に記載の駆動システム設計方法。
 
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、駆動システム及び駆動方法、露光装置及び露光方法、並びに駆動システム設
計方法に係り、特に、操作量を与えて制御対象を駆動する駆動システム及び駆動方法、前
記駆動システムを備える露光装置及び前記駆動方法を用いる露光方法、並びに前記駆動シ
ステムを設計する駆動システム設計方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子、半導体素子等の電子デバイス（マイクロデバイス）を製造するリソグラ
フィ工程では、主として、ステップ・アンド・リピート方式の投影露光装置（いわゆるス
テッパ）、ステップ・アンド・スキャン方式の投影露光装置（いわゆるスキャニング・ス
テッパ（スキャナとも呼ばれる））などが用いられている。液晶表示素子用の露光装置（
液晶露光装置）に対しては、基板の大型化に伴い、スキャナなどの走査型投影露光装置が
主流となっている。
【０００３】
　電子デバイス（マイクロデバイス）は、基板（ガラスプレート、ウエハ等）上に複数層
のパターンを重ねて形成することによって製造される。このため、露光装置には、マスク
のパターンを基板上の各ショット領域に既に形成されたパターンに正確に重ね合わせて転
写すること、すなわち高い重ね合わせ精度が要求される。
【０００４】
　高い重ね合わせ精度を達成するために、基板を保持して移動する基板ステージを精密に
且つ安定して駆動する技術が必要となる。ここで、近年、基板ステージとして、走査露光
時における基板の走査方向に移動するキャリッジと、該キャリッジの上に支持されて基板
を保持して非走査方向に移動する基板テーブルと、を備えるガントリー・ステージが主に
採用されている。ガントリー・ステージなどでは、基板ステージの高精度なかつ安定した
駆動の障害要因となる共振が発生する。特に、近時においては、基板ステージの大型化に
伴い、その共振周波数（固有振動数）が低くなっている。
【０００５】
　このような基板ステージの共振帯域を含む高帯域で且つ共振周波数の変動に対してもロ
バストな制御系を、ノッチフィルタを用いて構築するための理論的枠組みとして、Ｈ∞制
御理論を代表とするアドバンストロバスト制御理論を利用したステージ制御装置が知られ
ている（例えば、特許文献１参照）。アドバンストロバスト制御理論では、センサを追加
して制御対象を１入力多出力系とするが、追加するセンサの配置に制約はなく、また、ノ
ミナルモデルのモデル化誤差に対しても安定なフィードバック制御器を設計することがで
きる。しかし、一般的に、制御対象の構造、重み関数の次数等に応じて制御器の設計自由
度が増えるため、フィードバック制御器の高帯域化とロバスト性とはトレードオフの関係
になってしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００２－７３１１１号公報
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第１の態様によれば、操作量を与えて制御対象を駆動する駆動システムであっ
て、前記制御対象の第１部分の第１計測点の位置に関連する第１制御量を計測する第１計
測器と、前記制御対象の第２部分の第２計測点の位置に関連する第２制御量を計測する第
２計測器と、前記第１計測器の計測結果と、前記第２計測器の計測結果と、目標値とを用
いた制御演算によって前記操作量を求め、該操作量を前記制御対象の操作点に与える制御
部と、を備え、前記制御対象の前記操作点から前記第１計測点までを剛体としたときに現
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れる共振時の振動モードにおいて、前記第１部分の共振時の振動モードと前記第２部分の
共振時の振動モードとは逆相の関係にあり、前記制御部は、前記第１制御量と前記目標値
との偏差を用いて第１の量を求める第１の制御器と、前記第２制御量と前記目標値との偏
差を用いて第２の量を求める第２の制御器と、前記第１及び第２の量の和を算出し、該和
を前記操作量として前記制御対象に与える加算器とを含み、前記目標値が入力され、前記
第１制御量及び前記第２制御量のラプラス変換Ｘ１，Ｘ２と前記第１、第２制御器のそれ
ぞれに対応する伝達関数Ｃ１，Ｃ２とを用いてラプラス変換形Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１Ｘ

１＋Ｃ２Ｘ２で表現される演算式に従って前記操作量Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）を求める閉ループ
制御系を、前記制御対象と共に構成し、前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、前記第１及び第２部
分に対応する伝達関数Ｐ１，Ｐ２のそれぞれに含まれる共振モードに対応する極が伝達関
数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相殺されるように決定されている駆動システムが、提供さ
れる。
【０００８】
　ここで、位置に関連する制御量（第１又は第２制御量）とは、位置を微分して得られる
速度、加速度などを制御量とする場合は勿論、位置そのものを制御量とする場合をも含む
。本明細書では、位置に関連する物理量という用語も用いているが、この場合の物理量も
、位置を微分して得られる速度、加速度等の量は勿論、位置そのものを含む。このように
、本明細書では、位置又は位置を微分して得られる速度、加速度等の量の総称として、位
置に関連する量（制御量又は物理量）という表現を用いている。
【０００９】
　これによれば、制御対象を精密に且つ安定して駆動することが可能となる。
【００１０】
　本発明の第２の態様によれば、エネルギビームで物体を露光して前記物体上にパターン
を形成する露光装置であって、前記物体を保持して所定面上を移動する移動体を前記制御
対象とする第１の態様の駆動システムを備える第１の露光装置が、提供される。
【００１１】
　これによれば、物体を保持する移動体を精密に且つ安定して駆動することが可能となり
、ひいては物体に対する高精度な露光が可能になる。
【００１２】
　本発明の第３の態様によれば、エネルギビームによりマスクを介して物体を露光する露
光装置であって、前記マスクを保持して移動する移動体を前記制御対象とする第１の態様
の駆動システムを備える第２の露光装置が、提供される。
【００１３】
　これによれば、マスクを保持する移動体を精密に且つ安定して駆動することが可能とな
り、ひいては物体上にマスクのパターンを高精度に重ね合わせて転写することが可能にな
る。
【００１４】
　本発明の第４の態様によれば、操作量を与えて制御対象を駆動する駆動方法であって、
前記制御対象の第１部分の位置に関連する第１制御量を計測することと、前記制御対象の
第２部分の位置に関連する第２制御量を計測することと、前記第１制御量の計測結果と前
記第２制御量の計測結果と目標値とを用いた制御演算を行なって操作量を求め、該操作量
を前記制御対象に与えて前記制御対象を駆動することと、を含み、前記第２制御量の計測
に先だって、前記制御対象の前記操作点から前記第１計測点までを剛体としたときに現れ
る共振時の振動モードにおいて、前記第１部分の共振時の振動モードと、前記第２部分の
共振時の振動モードとが逆相の関係になるように前記第２部分の位置を設定しておき、前
記駆動することでは、前記第１及び第２制御量のラプラス変換Ｘ１，Ｘ２と、前記第１制
御量と前記目標値との偏差を用いた第１の量及び前記第２制御量と前記目標値との偏差を
用いた第２の量を求めるための制御演算にそれぞれ対応する伝達関数Ｃ１，Ｃ２と用いて
ラプラス変換形Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１Ｘ１＋Ｃ２Ｘ２により与えられる演算式に従って
前記操作量Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）を求め、前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、前記第１及び第２部分
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に対応する伝達関数Ｐ１，Ｐ２のそれぞれに含まれる前記共振モードに対応する極が伝達
関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相殺されるように決定される駆動方法が、提供される。
【００１５】
　これによれば、制御対象を精密に且つ安定して駆動することが可能となる。
【００１６】
　本発明の第５の態様によれば、エネルギビームで物体を露光して前記物体上にパターン
を形成する露光方法であって、第４の態様の駆動方法により、前記物体を保持して所定面
上を移動する移動体を、前記制御対象として、駆動することを含む第１の露光方法が、提
供される。
【００１７】
　これによれば、物体を保持する移動体を精密に且つ安定して駆動することが可能となり
、ひいては物体に対する高精度な露光が可能になる。
【００１８】
　本発明の第６の態様によれば、エネルギビームによりマスクを介して物体を露光する露
光方法であって、第４の態様の駆動方法により、前記マスクを保持して移動する移動体を
前記制御対象として駆動することを含む第２の露光方法が、提供される。
【００１９】
　これによれば、マスクを保持する移動体を精密に且つ安定して駆動することが可能とな
り、ひいては物体上にマスクのパターンを高精度に重ね合わせて転写することが可能にな
る。
【００２０】
　本発明の第７の態様によれば、制御対象を駆動する駆動システムを設計する駆動システ
ム設計方法であって、剛体モードに対する振動モードが互いに逆相となる前記制御対象の
第１部分及び第２部分に、それぞれの位置に関連する第１制御量及び第２制御量を計測す
る第１及び第２計測器を設置することと、前記第１計測器の計測結果と、前記第２計測器
の計測結果と、目標値とを用いて制御演算を行なって操作量を求め、該操作量を前記制御
対象に与える制御部を用意することと、含み、前記制御部は、前記制御対象に与える操作
量を求めるための演算式を、前記第１及び第２制御量のラプラス変換Ｘ１，Ｘ２と、前記
第１及び第２制御量のそれぞれと目標値との偏差を用いてそれぞれ第１及び第２の量を求
めるための制御演算にそれぞれ対応する伝達関数Ｃ１，Ｃ２と用いてラプラス変換形Ｕ（
Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１Ｘ１＋Ｃ２Ｘ２により与え、前記伝達関数Ｃ１，Ｃ２を、前記第１及
び第２部分に対応する伝達関数Ｐ１，Ｐ２のそれぞれに含まれる共振モードに対応する極
が伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相殺されるように決定する駆動システム設計方法
が、提供される。
【００２１】
　これによれば、第１、第２計測器及び制御部を用いることにより、高帯域でロバストな
駆動システムを設計することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】第１の実施形態に係る露光装置の構成を概略的に示す図である。
【図２】プレートステージを示す斜視図である。
【図３】露光装置のステージ制御に関連する構成を示すブロック図である。
【図４】１入力１出力系のフィードバック制御系におけるプレートステージの入出力応答
を表現する伝達関数（振幅及び位相）の周波数応答特性を示すボード線図である。
【図５】図５（Ａ）及び図５（Ｂ）は、それぞれ、第１の実施形態に係る１入力２出力系
のフィードバック制御系におけるプレートステージのキャリッジ、及びプレートテーブル
の入出力応答を表現する伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図である。
【図６】第１の実施形態に係る１入力２出力系のフィードバック制御系を表すブロック図
である。
【図７】図７（Ａ）は、プレートステージの力学的運動（並進運動）を表現する力学模型
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の一例を示す図、図７（Ｂ）は、図７（Ａ）の力学模型に含まれる力学パラメータを示す
表である。
【図８】図８（Ａ）及び図８（Ｂ）は、１入力２出力系のフィードバック制御系における
２つの制御器の伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図である。
【図９】図９（Ａ）～図９（Ｃ）は、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、１入力２出力系（Ｓ
ＩＭＯ系）及び１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれの閉ル
ープ伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図（シミュレーション結果）である。
【図１０】図１０（Ａ）～図１０（Ｃ）は、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、１入力２出力
系（ＳＩＭＯ系）及び１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれ
の開ループ伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図（シミュレーション結果）である
。
【図１１】図１１（Ａ）～図１１（Ｃ）は、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、１入力２出力
系（ＳＩＭＯ系）及び１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれ
に対するナイキスト線図である。
【図１２】条件Ａ～Ｃに対するゲイン余裕（Ｇｍ）と位相余裕（Ｐｍ）を示す表である。
【図１３】図１３（Ａ）～図１３（Ｃ）は、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、１入力２出力
系（ＳＩＭＯ系）及び１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれ
の閉ループ伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図（実験結果）である。
【図１４】図１４（Ａ）～図１４（Ｃ）は、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、１入力２出力
系（ＳＩＭＯ系）及び１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれ
の開ループ伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図（実験結果）である。
【図１５】図１５（Ａ）～図１５（Ｃ）は、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、１入力２出力
系（ＳＩＭＯ系）及び１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれ
に対するナイキスト線図である。
【図１６】図１６（Ａ）はプレートステージの駆動軌跡を示す図、図１６（Ｂ）及び図１
６（Ｃ）はプレートステージの追従誤差の時間変化を示す図である。
【図１７】第１の実施形態に係る１入力２出力系のフィードバック制御系の変形例を表す
ブロック図である。
【図１８】図１８（Ａ）は、一般的な２慣性系の力学模型を表す図であり、図１８（Ｂ）
は、図１８（Ａ）の力学模型に含まれる力学パラメータを示す表である。
【図１９】図１９（Ａ）及び図１９（Ｂ）は、それぞれ、第２の実施形態に係る１入力２
出力系のフィードバック制御系におけるプレートステージＰＳＴのキャリッジ、及びプレ
ートテーブルの入出力応答を表現する伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図である
。
【図２０】図２０（Ａ）及び図２０（Ｂ）は、それぞれ、第２の実施形態に係る１入力２
出力系のフィードバック制御系における２つの制御器の伝達関数の周波数応答特性を示す
ボード線図である。
【図２１】第２の実施形態に係る１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）及び従来の１入力１出力
系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれに対する閉ループ伝達関数の周波数
応答特性を示すボード線図（シミュレーション結果）である。
【図２２】第２の実施形態に係る１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）及び従来の１入力１出力
系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれに対する開ループ伝達関数の周波数
応答特性を示すボード線図（シミュレーション結果）である。
【図２３】第２の実施形態に係る１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）及び従来の１入力１出力
系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系のそれぞれに対するナイキスト線図である。
【図２４】ゲイン余裕（Ｇｍ）と位相余裕（Ｐｍ）を示す表である。
【図２５】マスクステージの構成を示す平面図である。
【図２６】第３の実施形態に係る１入力２出力系のフィードバック制御系を表すブロック
図である。
【図２７】図２７（Ａ）及び図２７（Ｂ）は、第４の実施形態に係るボールねじ式のプレ
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ートステージの構成を示す図である。
【図２８】第４の実施形態に係る１入力２出力系のフィードバック制御系を表すブロック
図である。
【図２９】図２９（Ａ）及び図２９（Ｂ）は、それぞれ、第４の実施形態に係るプレート
ステージの送りねじ（及び回転モータ）、及びプレートテーブルの入出力応答を表現する
伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　《第１の実施形態》
　以下、第１の実施形態について、図１～図１７に基づいて説明する。
【００２４】
　図１には、フラットパネルディスプレイ、例えば液晶表示装置（液晶パネル）などの製
造に用いられる第１の実施形態に係る露光装置１１０の構成が概略的に示されている。露
光装置１１０は、液晶表示素子パターンが形成されたマスクＭと、プレートステージＰＳ
Ｔに保持されたガラスプレート（以下、「プレート」という）Ｐとを、投影光学系ＰＬに
対して所定の走査方向（ここでは、図１における紙面内左右方向であるＸ軸方向とする）
に沿って例えば同一速度で同一方向に相対走査し、マスクＭのパターンをプレートＰ上に
転写するスキャニング・ステッパ（スキャナ）である。露光装置１１０は、照明系ＩＯＰ
、マスクＭを保持するマスクステージＭＳＴ、投影光学系ＰＬ、マスクステージＭＳＴ及
び投影光学系ＰＬなどが搭載された不図示のボディ、プレートＰをプレートホルダＰＨを
介して保持するプレートステージＰＳＴ、及びこれらの制御系等を備えている。制御系は
、露光装置１１０の構成各部を統括制御する主制御装置（不図示）及びその配下のステー
ジ制御装置５０（図３等参照）によって主に構成される。以下においては、露光時にマス
クＭとプレートＰとが投影光学系ＰＬに対してそれぞれ相対走査される方向をＸ軸方向（
Ｘ方向）とし、水平面内でこれに直交する方向をＹ軸方向（Ｙ方向）、Ｘ軸及びＹ軸に直
交する方向をＺ軸方向（Ｚ方向）とし、Ｘ軸、Ｙ軸、及びＺ軸回りの回転（傾斜）方向を
それぞれθｘ、θｙ、及びθｚ方向として説明を行う。
【００２５】
　照明系ＩＯＰは、例えば米国特許第５，７２９，３３１号明細書などに開示される照明
系と同様に構成されている。すなわち、照明系ＩＯＰは、マスクＭ上に千鳥状に配置され
た複数、例えば５つの照明領域のそれぞれを照明する複数、例えば５つの照明系を有し、
各照明系は、図示しない光源（例えば、水銀ランプ）から射出された光を、図示しない反
射鏡、ダイクロイックミラー、シャッター、波長選択フィルタ、各種レンズなどを介して
、露光用照明光（照明光）ＩＬとしてマスクＭに照射する。照明光ＩＬとしては、例えば
ｉ線（波長３６５ｎｍ）、ｇ線（波長４３６ｎｍ）、ｈ線（波長４０５ｎｍ）などの光（
あるいは、上記ｉ線、ｇ線、ｈ線の合成光）が用いられる。また、照明光ＩＬの波長は、
波長選択フィルタにより、例えば要求される解像度に応じて適宜切り替えることが可能に
なっている。
【００２６】
　マスクステージＭＳＴには、回路パターンなどがそのパターン面（図１における下面）
に形成されたマスクＭが、例えば真空吸着（あるいは静電吸着）により固定されている。
マスクステージＭＳＴは、不図示のボディの一部である鏡筒定盤の上面に固定されたＸ軸
方向に伸びる一対のマスクステージガイド（不図示）上に、不図示の気体静圧軸受（例え
ばエアベアリング）を介して非接触状態で支持（浮上支持）されている。マスクステージ
ＭＳＴは、例えばリニアモータを含むマスクステージ駆動系ＭＳＤ（図１では不図示、図
３参照）により、走査方向（Ｘ軸方向）に所定のストロークで駆動されるとともに、Ｙ軸
方向、及びθｚ方向にそれぞれ適宜微少駆動される。マスクステージＭＳＴのＸＹ平面内
の位置情報（θｚ方向の回転情報を含む）は、マスク干渉計システム１６により計測され
る。
【００２７】
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　マスク干渉計システム１６は、マスクステージＭＳＴの端部に固定された移動鏡１５に
測長ビームを照射し、移動鏡１５からの反射光を受光することにより、マスクステージＭ
ＳＴの位置を計測する。その計測結果はステージ制御装置５０に供給され（図３参照）、
ステージ制御装置５０は、マスク干渉計システム１６の計測結果に基づいて、マスクステ
ージ駆動系ＭＳＤを介してマスクステージＭＳＴを駆動する。なお、移動鏡に代えて、マ
スクステージの端面に鏡面加工を施して反射面（移動鏡の反射面に相当）を形成しても良
い。また、マスク干渉計システム１６に代えて、あるいはマスク干渉計システム１６とと
もにエンコーダ（又は複数のエンコーダから構成されるエンコーダシステム）を用いても
良い。
【００２８】
　投影光学系ＰＬは、マスクステージＭＳＴの図１における下方において、不図示のボデ
ィの一部（鏡筒定盤）に支持されている。投影光学系ＰＬは、例えば米国特許第５，７２
９，３３１号明細書に開示された投影光学系と同様に構成されている。すなわち、投影光
学系ＰＬは、前述した複数の照明領域に対応して、マスクＭのパターン像の投影領域が千
鳥状に配置された複数、例えば５つの投影光学系（マルチレンズ投影光学系）を含み、Ｙ
軸方向を長手方向とする長方形状の単一のイメージフィールドを持つ投影光学系と同等に
機能する。ここでは、３つの投影光学系がＹ軸方向に所定間隔で配置され、残りの２つの
投影光学系が、３つの投影光学系から＋Ｘ側に離間して、Ｙ軸方向に所定間隔で配置され
ている。本実施形態では、複数（５つ）の投影光学系のそれぞれとしては、例えば両側テ
レセントリックな等倍系で正立正像を形成するものが用いられている。また、以下では投
影光学系ＰＬの千鳥状に配置された複数の投影領域をまとめて露光領域と呼ぶ。
【００２９】
　照明系ＩＯＰからの照明光ＩＬによってマスクＭ上の照明領域が照明されると、投影光
学系ＰＬの第１面（物体面）とパターン面とがほぼ一致して配置されるマスクＭを通過し
た照明光ＩＬにより、投影光学系ＰＬを介してその照明領域内のマスクＭの回路パターン
の投影像（部分正立像）が、投影光学系ＰＬの第２面（像面）側に配置される、表面にレ
ジスト（感応剤）が塗布されたプレートＰ上の照明領域に共役な照明光ＩＬの照射領域（
露光領域）に形成される。そして、マスクステージＭＳＴとプレートステージＰＳＴ（よ
り正確には、後述のプレートテーブルＰＴＢ）との同期駆動によって、照明領域（照明光
ＩＬ）に対してマスクＭを走査方向（Ｘ軸方向）に相対移動させるとともに、露光領域（
照明光ＩＬ）に対してプレートＰを走査方向（Ｘ軸方向）に相対移動させることで、プレ
ートＰ上の１つのショット領域（区画領域）の走査露光が行われ、そのショット領域にマ
スクＭのパターンが転写される。すなわち、本実施形態では照明系ＩＯＰ及び投影光学系
ＰＬによってプレートＰ上にマスクＭのパターンが生成され、照明光ＩＬによるプレート
Ｐ上の感応層（レジスト層）の露光によってプレートＰ上にそのパターンが形成される。
【００３０】
　プレートステージＰＳＴは、投影光学系ＰＬの下方（－Ｚ側）に配置されている。プレ
ートステージＰＳＴは、Ｘ軸方向（走査方向）に移動するキャリッジ３０と、該キャリッ
ジ３０の上に支持されてプレートＰを保持してＹ軸方向（非走査方向、クロススキャン方
向）に移動するプレートテーブルＰＴＢとを備えている。
【００３１】
　図２には、プレートステージＰＳＴが、プレート干渉計システム１８（１８Ｘ、１８Ｙ
、１８Ｘ１、１８Ｘ２、図３参照）とともに、斜視図にて示されている。プレートテーブ
ルＰＴＢは、図２に示されるように、平面視矩形板状の部材から成り、その上面の中央に
プレートＰ（図２では不図示、図１参照）を吸着保持するプレートホルダＰＨが固定され
ている。プレートテーブルＰＴＢは、複数、例えば３つの支持機構（不図示）を介してＹ
スライダ３２Ｙ上に支持されている。各支持機構は、プレートテーブルＰＴＢを支持する
とともに、その支持点にてプレートテーブルＰＴＢをＺ軸方向に駆動するアクチュエータ
（例えばボイスコイルモータ等）を含む。３つの支持機構により、プレートテーブルＰＴ
Ｂは、Ｙスライダ３２Ｙ上で、３自由度方向（Ｚ軸、θｘ、及びθｙの各方向）に微小駆
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動される。
【００３２】
　Ｙスライダ３２Ｙは、ＸＺ断面が逆Ｕ字状の部材であり、エアベアリング（不図示）等
を介して非接触で、Ｙ軸方向に伸びるＹビーム（Ｙガイド）３４Ｙに上方から係合してい
る。Ｙビーム３４Ｙの内部には、例えば複数のコイルがＹ軸方向に所定間隔で配置され、
Ｙスライダ３２Ｙの内面側には、例えば複数の永久磁石が、配置されている。Ｙビーム３
４ＹとＹスライダ３２Ｙとによって、可動子であるＹスライダ３２ＹをＹ軸方向に駆動す
るムービングマグネット型のＹリニアモータ３６Ｙが構成されている。Ｙリニアモータ３
６Ｙによって、プレートテーブルＰＴＢが、Ｙビーム３４Ｙに沿ってＹ軸方向に駆動され
る。なお、Ｙリニアモータ３６Ｙとしては、ムービングマグネット型に限らず、ムービン
グコイル型のリニアモータを用いることもできる。
【００３３】
　Ｙビーム３４Ｙの長手方向の一端と他端の下面には、Ｘスライダ３２Ｘ1，３２Ｘ2が固
定されている。Ｘスライダ３２Ｘ1，３２Ｘ2は、それぞれ、ＹＺ断面が逆Ｕ字状の部材で
あり、Ｙ軸方向に離間して配置され、かつＸ軸方向にそれぞれ延設された一対のＸガイド
３４Ｘ1，３４Ｘ2にエアベアリング（不図示）等を介して非接触で、上方から係合してい
る。Ｘガイド３４Ｘ1，３４Ｘ2は、それぞれ、不図示の防振部材を介して（あるいは直接
）床面Ｆ上に設置されている。
【００３４】
　Ｘガイド３４Ｘ1，３４Ｘ2のそれぞれの内部には、例えば複数のコイルがＸ軸方向に所
定間隔で配置され、Ｘスライダ３２Ｘ1，３２Ｘ2の内面側には、それぞれ、複数の永久磁
石が配置されている。Ｘガイド３４Ｘ1とＸスライダ３２Ｘ1とによって、可動子であるＸ
スライダ３２Ｘ1をＸ軸方向に駆動するムービングマグネット型のＸリニアモータ３６Ｘ

１が構成されている。同様に、Ｘガイド３４Ｘ2とＸスライダ３２Ｘ2とによって、可動子
であるＸスライダ３２Ｘ2をＸ軸方向に駆動するムービングマグネット型のＸリニアモー
タ３６Ｘ２が構成されている。
【００３５】
　ここで、一対のＸスライダ３２Ｘ1，３２Ｘ2と、Ｙビーム３４Ｙとを含んで、キャリッ
ジ３０（図１参照）が構成され、キャリッジ３０が、一対のＸリニアモータ３６Ｘ１，３
６Ｘ２によって、Ｘ軸方向に駆動される。また、一対のＸリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ

２が異なる推力（駆動力）を発生することで、一対のＸリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２

によって、キャリッジ３０が、θｚ方向に駆動されるようになっている。なお、Ｘリニア
モータ３６Ｘ１，３６Ｘ２としては、ムービングマグネット型に限らず、ムービングコイ
ル型のリニアモータを用いることもできる。
【００３６】
　本実施形態では、上述したＹリニアモータ３６Ｙ、一対のＸリニアモータ３６Ｘ１，３
６Ｘ２、及び３つの支持機構（不図示）によって、プレートテーブルＰＴＢを６自由度方
向（Ｘ軸，Ｙ軸，Ｚ軸，θｘ，θｙ，θｚの各方向）に駆動するプレートステージ駆動系
ＰＳＤ（図３参照）が構成されている。プレートステージ駆動系ＰＳＤ（の構成各部）は
、ステージ制御装置５０によって制御される（図３参照）。
【００３７】
　図２に戻り、プレートテーブルＰＴＢの上面には、－Ｘ端部及び＋Ｙ端部に、それぞれ
Ｘ軸に直交する反射面を有する移動鏡（平面ミラー）１７Ｘ、Ｙ軸に直交する反射面を有
する移動鏡（平面ミラー）１７Ｙが、固定されている。また、Ｘスライダ３２Ｘ1の上面
にはコーナーキューブ１７Ｘ１が、Ｘスライダ３２Ｘ2の上面にはコーナーキューブ（不
図示）が、それぞれ固定されている。
【００３８】
　プレートステージＰＳＴの位置は、プレート干渉計システム１８（図３参照）によって
計測されている。プレート干渉計システム１８は、図２に示される４つの干渉計１８Ｘ，
１８Ｙ、１８Ｘ１及び１８Ｘ２を含む。
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【００３９】
　干渉計１８Ｘは、プレートテーブルＰＴＢに固定された移動鏡１７ＸにＸ軸に平行な少
なくとも３本の測長ビームを照射し、それぞれの反射光を受光して、プレートテーブルＰ
ＴＢのＸ軸方向、θｚ方向、及びθｙ方向の位置を計測する。干渉計１８Ｙは、プレート
テーブルＰＴＢに固定された移動鏡１７ＹにＹ軸に平行な少なくとも２本の測長ビームを
照射し、それぞれの反射光を受光して、プレートテーブルＰＴＢのＹ軸方向及びθｘ方向
の位置を計測する。
【００４０】
　干渉計１８Ｘ１は、Ｘスライダ３２Ｘ1上に固定されたコーナーキューブ１７Ｘ１にＸ
軸に平行な測長ビームを照射し、その反射光を受光してキャリッジ３０のＸ軸方向の位置
（Ｘ位置）を計測する。同様に、干渉計１８Ｘ２は、Ｘスライダ３２Ｘ２上に固定された
コーナーキューブ（不図示）にＸ軸に平行な測長ビームを照射し、その反射光を受光して
キャリッジ３０のＸ軸方向の位置（Ｘ位置）を計測する。
【００４１】
　プレート干渉計システム１８の各干渉計の計測結果は、ステージ制御装置５０に供給さ
れる（図３参照）。ステージ制御装置５０は、プレート干渉計システム１８の各干渉計の
計測結果に基づいて、プレートステージ駆動系ＰＳＤ（より正確には、一対のＸリニアモ
ータ３６Ｘ１，３６Ｘ２及びＹリニアモータ３６Ｙ）を介してプレートステージＰＳＴ（
プレートテーブルＰＴＢ）をＸＹ平面内で駆動する。本実施形態では、プレートステージ
ＰＳＴ（プレートテーブルＰＴＢ）のＸ軸方向の駆動に際して、後述するように、干渉計
１８Ｘの計測結果と、干渉計１８Ｘ１及び１８Ｘ２の少なくとも一方の計測結果とが用い
られる。
【００４２】
　なお、ステージ制御装置５０は、露光時などに、不図示のフォーカス検出系の検出結果
に基づいて、プレートステージ駆動系ＰＳＤ（より正確には、３つの支持機構（不図示）
）を介してプレートテーブルＰＴＢをＺ軸、θｙ及びθｚの少なくとも１方向に微小駆動
する。
【００４３】
　図３には、露光装置１１０のステージ制御に関連する制御系の構成が示されている。図
３の制御系は、例えばマイクロコンピュータなどを含むステージ制御装置５０を中心とし
て構成されている。
【００４４】
　露光装置１１０では、予め行われたプレートのアライメント計測（例えば、ＥＧＡ等）
の結果に基づいて、以下の手順で、プレートＰの複数のショット領域が露光される。すな
わち、主制御装置（不図示）の指示に応じて、ステージ制御装置５０が、マスク干渉計シ
ステム１６及びプレート干渉計システム１８の計測結果を監視して、マスクステージＭＳ
ＴとプレートステージＰＳＴとを、プレートＰ上の１つのショット領域を露光するための
それぞれの走査開始位置（加速開始位置）に移動する。そして、ステージＭＳＴ，ＰＳＴ
をＸ軸方向に沿って同一方向に同期駆動する。これにより、前述のようにして、プレート
Ｐ上の１つのショット領域にマスクＭのパターンが転写される。走査露光中、ステージ制
御装置５０は、例えば補正パラメータに従って、マスクステージＭＳＴとプレートステー
ジＰＳＴの同期駆動（相対位置及び相対速度）を微調整する。これにより、前工程レイヤ
に形成されたパターンに重なるように、マスクＭのパターンの投影像が位置合わせされる
。
【００４５】
　１つのショット領域に対する走査露光が終了すると、ステージ制御装置５０が、プレー
トステージＰＳＴを、次のショット領域を露光するための走査開始位置（加速開始位置）
へ移動（ステッッピング）させる。そして、次のショット領域に対する走査露光を行う。
このようにして、プレートＰのショット領域間のステッピングとショット領域に対する走
査露光とを繰り返すことにより、プレートＰ上の全てのショット領域にマスクＭのパター
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ンが転写される。
【００４６】
　次に、プレートステージＰＳＴを駆動する駆動システム（プレートステージＰＳＴの駆
動を制御する制御系）の設計について説明する。
【００４７】
　本実施形態では、並進方向、一例としてＸ軸方向にプレートステージＰＳＴを駆動する
駆動システムについて説明する。また、比較のため、従来技術についても、簡単に説明す
る。
【００４８】
　従来技術では、１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系（閉ループ制御
系）が構築される。この１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系を、露光
装置１１０に適用する場合を考える。この場合、干渉計１８Ｘにより、制御対象であるプ
レートステージＰＳＴ（プレートテーブルＰＴＢ）のＸ位置（制御量）が計測される。そ
の計測結果Ｘは、ステージ制御装置５０に供給される。ステージ制御装置５０は、計測結
果Ｘを用いて操作量Ｕ（Ｘリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２が発する駆動力Ｆ、又はＸリ
ニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２のコイルに流す電流量Ｉ等）を求め、求められた操作量Ｕ
をプレートステージ駆動系ＰＳＤへ送る。プレートステージ駆動系ＰＳＤは、受信した操
作量Ｕに従って、例えば、駆動力Ｆに等しい駆動力を発する、あるいは電流量Ｉに等しい
量の電流をＸリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２のコイルに流す。これにより、プレートス
テージＰＳＴが駆動（制御）される。
【００４９】
　図４には、上述の１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバック制御系におけるプレ
ートステージＰＳＴ（プレートテーブルＰＴＢ）の入出力応答（操作量Ｕに対する制御量
Ｘの応答）を表現する伝達関数Ｐ（＝Ｘ／Ｕ）の周波数応答特性を示すボード線図（振幅
（ゲイン）｜Ｐ（ｓ）｜及び位相ａｒｇ（Ｐ（ｓ）））、すなわちゲイン線図（上側の図
）及び位相線図（下側の図）が示されている。ここで、ｓ＝ｊω＝ｊ２πｆ、ｊ＝√（－
１）、ｆは周波数である。図中、実線は、例えば後述する力学模型に基づいて求められた
理論結果を示し、一点鎖線は、実験結果（実験機を用いて測定された結果）を示す。実験
では、操作量Ｕに対して制御量Ｘを測定し、その結果を定義式（Ｐ＝Ｘ／Ｕ）に適用する
ことにより、伝達関数Ｐの周波数応答特性が求められている。
【００５０】
　伝達関数Ｐの周波数応答特性において、１０数Ｈｚ付近に、共振モード（共振振舞い）
が現れることが確認できる。伝達関数Ｐは、基本的な振舞いとして、周波数ｆの増加に対
して、その振幅を単調に減少し、位相を一定に保つ。これらは、ゲイン線図及び位相線図
において、それぞれ、右下がりの直線及び傾き零の直線を示す。そして、伝達関数Ｐは、
共振振舞いとして、１０数Ｈｚ付近において、振幅を急激に増加そして減少し、位相を急
激に減少そして増加する。これらは、ゲイン線図及び位相線図において、それぞれ、連続
する山と谷の形及び谷の形を示す。すなわち、伝達関数Ｐは、１０数Ｈｚ付近において、
剛体モードに対して逆相の共振モードを示す。
【００５１】
　上述の共振モード（共振振舞い）は、近年の露光装置の大型化により、より低周波数域
に現れ、プレートステージＰＳＴの駆動の精密なかつ安定した制御の大きな妨げになって
いる。なお、図４の周波数応答特性の実験結果において、高周波数域（数１０Ｈｚ以上）
において激しい振動振舞いが見られるが、ここでは特に問題としない。
【００５２】
　上述の共振モード（共振振舞い）を相殺し、プレートステージＰＳＴの駆動を精密にか
つ安定して制御するために、プレート干渉計システム１８の干渉計１８Ｘ（第１計測器）
に加えて干渉計１８Ｘ１（第２計測器）を用いることにより、１入力２出力系（ＳＩＭＯ
系）のフィードバック制御系を構築する。ここで、キャリッジ３０のＸ位置は、干渉計１
８Ｘ１、１８Ｘ２のいずれによっても計測することができ、両者の計測値の平均によって
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も得られるが、ここでは、説明の便宜上、キャリッジ３０のＸ位置を計測する第２計測器
として、干渉計１８Ｘ１を用いるものとしている。
【００５３】
　この１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系では、干渉計１８Ｘ，１８
Ｘ１により、それぞれ、プレートステージＰＳＴ（制御対象）を構成するプレートテーブ
ルＰＴＢ（制御対象の第１部分）及びキャリッジ３０（制御対象の第２部分）のＸ位置（
制御量）Ｘ１，Ｘ２が計測される。これらの計測結果（Ｘ１，Ｘ２）は、ステージ制御装
置５０に供給される。ステージ制御装置５０は、計測結果（Ｘ１，Ｘ２）を用いて操作量
Ｕ（駆動力Ｆ）を求め、求められた操作量Ｕをプレートステージ駆動系ＰＳＤへ送信する
。プレートステージ駆動系ＰＳＤ（Ｘリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２）は、受信した操
作量Ｕ（駆動力Ｆ）に従って、駆動力Ｆに等しい駆動力をキャリッジ３０（第２部分）に
加える。これにより、プレートステージＰＳＴが駆動される。
【００５４】
　図５（Ａ）には、キャリッジ３０の入出力応答（操作量Ｕ（駆動力Ｆ）に対する制御量
Ｘ２）を表現する伝達関数Ｐ２（＝Ｘ２／Ｕ）の周波数応答特性を示すボード線図、すな
わちゲイン線図（上側の図）及び位相線図（下側の図）が示されている。また、図５（Ｂ
）には、プレートテーブルＰＴＢの入出力応答（操作量Ｕ（駆動力Ｆ）に対する制御量Ｘ

１）を表現する伝達関数Ｐ１（＝Ｘ１／Ｕ）の周波数応答特性を示すボード線図、すなわ
ちゲイン線図（上側の図）及び位相線図（下側の図）が示されている。
【００５５】
　プレートテーブルＰＴＢに対する伝達関数Ｐ１の周波数応答特性（図５（Ｂ））は、前
述の周波数応答特性（図４）と同様の振舞いを示す。ただし、共振振舞い（共振モード）
が現れる周波数域が、幾分高周波数側にシフトしている。これに対し、キャリッジ３０に
対する伝達関数Ｐ２の周波数応答特性は、伝達関数Ｐ１の周波数応答特性と相反する振舞
い（逆相の共振モード）、すなわち剛体モードに対して同相の共振モードを示す。伝達関
数Ｐ２は、周波数ｆの増加に対して、その振幅を急激に減少そして増加し、位相を急激に
増加そして減少する。これらは、図５（Ａ）のゲイン線図及び位相線図において、それぞ
れ、連続する谷と山の形及び山の形を示している。
【００５６】
　また、１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）の制御対象に対するフィードバック制御を用いた
露光装置が、特開２００６－２０３１１３号公報に記載されている。しかし、２つの出力
を合成して１出力とし、１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）の制御対象に対して１つの制御器
を設計する構成であるため、十分とは言えなかった。
【００５７】
　本第１の実施形態に係る露光装置１１０では、１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィー
ドバック制御系を構築するにあたり、第１計測器（干渉計１８Ｘ（移動鏡１７Ｘ））が設
置されたプレートステージＰＳＴの第１部分（プレートテーブルＰＴＢ）が示す共振モー
ドに対して逆相の共振モードを示すプレートステージＰＳＴの第２部分（キャリッジ３０
（Ｘスライダ３２Ｘ1））に、第２計測器（干渉計１８Ｘ１（コーナーキューブ１７Ｘ１

））を設置している。これにより、目的のフィードバック制御系の構築が可能となる。
【００５８】
　図６には、プレートステージＰＳＴを駆動する駆動システムに対応する１入力２出力系
（ＳＩＭＯ系）の閉ループ制御系（フィードバック制御系）を示すブロック図が示されて
いる。この図６の閉ループ制御系に対応する駆動システムは、制御対象であるプレートス
テージＰＳＴの第１部分（プレートテーブルＰＴＢ）のＸ位置（第１の制御量Ｘ１）及び
第２部分（キャリッジ３０）のＸ位置（第２の制御量Ｘ２）をそれぞれ計測するプレート
干渉計システム１８の干渉計１８Ｘ，１８Ｘ１と、プレートステージＰＳＴを駆動するス
テージ制御装置５０と、を含む。ステージ制御装置５０は、目標値Ｒと第１、第２の制御
量の計測結果（Ｘ１，Ｘ２）とに基づいて操作量Ｕを演算し、その結果をプレートステー
ジ駆動系ＰＳＤに送信してプレートステージＰＳＴを駆動することで、プレートステージ
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ＰＳＴの位置を制御する。このように、本実施形態では、ステージ制御装置５０によるプ
レートステージＰＳＴの駆動は、プレートステージＰＳＴの位置の制御を伴うが、以下に
おいては、単に駆動（ただし、必要に応じて駆動（位置制御））と表記する。
【００５９】
　ここで、目標値（目標軌道）、制御量、操作量等は、時間の関数として定義されるが、
図６及びそれを用いた説明では、制御ブロック図の説明に際しての慣習に従い、それらの
ラプラス変換を用いて説明を行うものとする。また、後述する演算式Ｕ（Ｒ－Ｘ１，Ｒ－
Ｘ２）についても、ラプラス変換形においてその定義を与えるものとする。また、以降に
おいても、特に断らない限り、ラプラス変換（ラプラス変換形）を用いて説明するものと
する。
【００６０】
　ステージ制御装置５０は、目標生成部５００と、２つの制御器５０１，５０２と、２つ
の減算器５０３，５０４と、加算器５０５と、を含む。なお、これら各部は、実際には、
ステージ制御装置５０を構成するマイクロコンピュータとソフトウェアによって実現され
るが、ハードウェアによって構成しても勿論良い。
【００６１】
　目標生成部５００は、プレートステージＰＳＴの目標値、ここでは目標位置（時々刻々
変化する位置の目標値）Ｒを生成して、減算器５０３、５０４に供給する。
【００６２】
　一方の減算器５０３は、目標位置Ｒと干渉計１８Ｘによって計測されるプレートテーブ
ルＰＴＢ（伝達関数Ｐ１）のＸ位置Ｘ１（現在位置）との差、すなわち偏差（Ｒ－Ｘ１）
を算出し、制御器５０１（伝達関数Ｃ１）に供給する。他方の減算器５０４は、目標位置
Ｒと干渉計１８Ｘ１によって計測されるキャリッジ３０（伝達関数Ｐ２）のＸ位置Ｘ２（
現在位置）との差、すなわち偏差（Ｒ－Ｘ２）を算出し、制御器５０２（伝達関数Ｃ２）
に供給する。ここで、Ｘ位置Ｘ１、Ｘ２は、それぞれ干渉計１８Ｘ、１８Ｘ１によって計
測されるが、図６では、図示が省略されている。以降の閉ループ制御系のブロック図にお
いても同様に計測器は図示が省略される。
【００６３】
　制御器５０１は、偏差（Ｒ－Ｘ１）が零となるように、演算（制御演算）により中間量
Ｃ１（Ｒ－Ｘ１）を算出し、加算器５０５に送出する。同様に、制御器５０２は、偏差（
Ｒ－Ｘ２）が零となるように、制御演算により中間量Ｃ２（Ｒ－Ｘ２）を算出し、加算器
５０５に送出する。ここで、Ｃ１，Ｃ２は、それぞれ、制御器５０１，５０２の伝達関数
である。伝達関数とは、入力信号ｒ（ｔ）と出力信号Ｃ（ｔ）とのラプラス変換の比Ｒ（
ｓ）／Ｃ（ｓ）、すなわちインパルス応答関数のラプラス変換関数である。
【００６４】
　加算器５０５は、制御器５０１，５０２の出力（中間量）を加算して操作量Ｕを求める
。このように、ステージ制御装置５０は、干渉計１８Ｘ，１８Ｘ１の計測結果（Ｘ１，Ｘ

2）と目標位置Ｒとに基づいて演算式Ｕ（Ｒ－Ｘ１，Ｒ－Ｘ２）＝Ｃ１（Ｒ－Ｘ１）＋Ｃ

２（Ｒ－Ｘ２）で表される制御演算を行って操作量Ｕを求め、該操作量Ｕを制御対象であ
るプレートステージＰＳＴに与える。これにより、操作量Ｕに従ってプレートステージＰ
ＳＴが駆動（位置制御）される。
【００６５】
　本実施形態では、制御器５０１，５０２を設計するために、すなわち伝達関数Ｃ１，Ｃ

２を決定するために、簡素化された力学模型（剛体模型）を用いてプレートステージＰＳ
Ｔの力学的運動を表現する。ここでは、図７（Ａ）に示されるように、プレートステージ
ＰＳＴが、第１計測器（干渉計１８Ｘ）が設置されたプレートテーブルＰＴＢ、及び第２
計測器（干渉計１８Ｘ１）が設置されたキャリッジ３０の２部分から構成されるものとす
る。そして、これらの部分のＸ軸方向の運動を、ばねにより連結された２つの剛体の運動
、より詳細には、図７（Ａ）に示されるように、プレートステージ駆動系ＰＳＤ（Ｘリニ
アモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２）に対応する駆動系から駆動力Ｆを与えられてＸ軸方向に並



(17) JP 5909451 B2 2016.4.26

10

20

30

40

50

進する剛体Ｃｒ（キャリッジ３０に対応する）と、剛体Ｃｒ上の回転中心Ｏにてばねを介
して連結され、回転中心Ｏに関して（θＯ方向に）回転する剛体Ｔｂ（プレートテーブル
ＰＴＢに対応する）との運動として表現する。
【００６６】
　ここで、剛体Ｔｂ，ＣｒのＸ位置をそれぞれＸ１，Ｘ２、質量をそれぞれＭ１，Ｍ２、
剛体Ｔｂの（回転中心Ｏに関する）慣性モーメントをＪ１、粘性（剛体Ｃｒの速度に比例
する抵抗）をＣ、剛体Ｔｂと剛体Ｃｒとの間の減衰係数をμ、ばね定数（剛体Ｔｂと剛体
Ｃｒとの間のねじり剛性）をｋ、剛体Ｔｂの重心と回転中心Ｏとの間の距離をＬ、剛体Ｔ
ｂ，ＣｒのそれぞれのＸ位置（Ｘ１，Ｘ２）計測の基準位置間のＺ軸方向に関する離間距
離をｌ、無駄時間をτｄとする。なお、図７（Ｂ）の表に、これらの力学パラメータの値
が示されている。これらの値は、後述する式（１ａ）及び式（１ｂ）により表されるモデ
ル式が、それぞれ、図５（Ａ）及び図５（Ｂ）に示される周波数応答特性（の実験結果）
を再現するように、最小自乗法等を用いて決定されたものである。
【００６７】
　上述の剛体模型において、剛体Ｔｂ，Ｃｒの入出力応答（駆動力Ｆに対する制御量Ｘ１

，Ｘ２の応答）を表す伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、ラプラス変換形において、次のように与え
られる。
【００６８】
【数１】

【００６９】
　上記の伝達関数Ｐ１，Ｐ２を用いて、伝達関数Ｃ１，Ｃ２を決定する。便宜のため、伝
達関数Ｐ１，Ｐ２，Ｃ１，Ｃ２を、分数式形Ｐ１＝ＮＰ１／ＤＰＤＲ，Ｐ２＝ＮＰ２／Ｄ

ＰＤＲ，Ｃ１＝ＮＣ１／ＤＣ、Ｃ２＝ＮＣ２／ＤＣにおいて表す。ここで、
　　ＮＰ１＝ｂ12ｓ

2＋ｂ11ｓ＋ｂ10　…（２ａ）
　　ＮＰ２＝ｂ22ｓ

2＋ｂ21ｓ＋ｂ20　…（２ｂ）
　　ＤＰ＝ｓ2＋Ｃ／（Ｍ1＋Ｍ2）ｓ　…（２ｃ）
　　ＤＲ＝ａ4ｓ

2＋（ａ3－ａ4Ｃ／（Ｍ1＋Ｍ2））ｓ＋ａ1（Ｍ1＋Ｍ2）／Ｃ　…（２ｄ
）
である。この場合、フィードバック制御系（図６）に対する閉ループ伝達関数の特性方程
式ＡＣＬは、１＋Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２の分数式の分子部分により与えられる。すなわち、
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　　ＡＣＬ＝ＤＣＤＰＤＲ＋ＮＣ１ＮＰ１＋ＮＣ２ＮＰ２　　…（３）
特性方程式ＡＣＬにおいて、任意の解析関数αを用いて、次式（４）を満たすようにＮＣ

１，ＮＣ２を決定する。
【００７０】
　　ＮＣ１ＮＰ１＋ＮＣ２ＮＰ２＝αＤＲ　　…（４）
　これにより、開ループ伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２＝α／ＤＣＤＰが得られ、Ｐ１，Ｐ

２のそれぞれに含まれる共振振舞いを与える極（すなわちＰ１，Ｐ２のそれぞれが示す共
振モード）が極零相殺される。さらに、特性方程式ＡＣＬが安定な極（本説明では便宜上
、重根となるようにする）を有するように、すなわち次式（５）を満たすように、ＤＣ，
αを決定する。
【００７１】
　　ＡＣＬ＝（ＤＣＤＰ＋α）ＤＲ＝（ｓ＋ωｎ）ｎＤＲ　　…（５）
【００７２】
　次に、伝達関数Ｃ１，Ｃ２（ＮＣ１，ＮＣ２，ＤＣ，α）の具体形を決定する。ＮＣ１

，ＮＣ２が特異点（極）を有するＤＲを含まないように、定数ａ，ｂを用いて、ＮＣ１＝
ａα、ＮＣ２＝ｂαと与える。式（２ａ）～式（２ｄ）及び式（４）より、ａ＝Ｍ１Ｌ／
ｌ，ｂ＝Ｍ１＋Ｍ２－ａと定まる。ここで、定数ａ，ｂは、質量Ｍ１，Ｍ２および距離Ｌ
，lのみに依存し、ばね定数ｋ、減衰係数μ，粘性Ｃ等、プレートステージＰＳＴの状態
に応じて変化し得るパラメータに依存しないことに注目する。これは、閉ループ伝達関数
においてＰ１，Ｐ２の共振モードが相殺され、剛体Ｔｂ，Ｃｒの質量Ｍ１，Ｍ２（すなわ
ちプレートテーブルＰＴＢ及びキャリッジ３０の質量）および距離Ｌ，lが変化しない限
り、閉ループ伝達関数の振舞いは如何なるプレートステージＰＳＴの状態の変化に対して
も不変であることを意味する。
【００７３】
　残りのＤＣ，αの決定において、幾らかの自由度が残る。そこで、制御器５０１，５０

２として、例えばＰＩＤ制御器を設計することとする。これにより、ＤＣ＝ｓ２＋ｂ１ｓ
，α＝ｂ２ｓ２＋ｂ３ｓ＋ｂ４が得られる。ただし、ｂ１＝４ωｎ－Ｃ／（Ｍ１＋Ｍ２）
，ｂ２＝６ωｎ

２－Ｃ／（Ｍ１＋Ｍ２）ｂ１，ｂ３＝４ωｎ
３，ｂ４＝ωｎ

４である。
【００７４】
　なお、露光装置１１０において、干渉計１８Ｘ，１８Ｘ１によるプレートステージＰＳ
ＴのＸ位置計測の基準位置、すなわち移動鏡１７Ｘとコーナーキューブ１７Ｘ１の設置位
置にオフセットがある。このオフセットを取り除くために、制御器５０２（伝達関数Ｃ２

）にハイパスフィルタ（不図示）を接続して、低周波数帯域において制御量Ｘ２をカット
する。
【００７５】
　図８（Ａ）及び図８（Ｂ）には、それぞれ、上で設計された１入力２出力系（ＳＩＭＯ
系）のフィードバック制御系における制御器５０２，５０１の伝達関数Ｃ２，Ｃ１の周波
数応答特性を示すボード線図が示されている。図８（Ａ）及び図８（Ｂ）のいずれにおい
ても、上側の図がゲイン線図、下側の図が位相線図である。ここで、伝達関数Ｃ１，Ｃ２

に含まれる力学パラメータには、図７（Ｂ）に示されている値がそれぞれ代入されている
。図８（Ｂ）には、比較例として、従来の１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）のフィードバッ
ク制御系（例えば特開２００６－２０３１１３号公報参照）における制御器（ＰＩＤ型制
御器とノッチフィルタの組み合わせ）の伝達関数の周波数応答特性（破線で表示）も示さ
れている。ここでは、ＳＩＳＯ系の制御器の周波数帯域を５Ｈｚ（ωｎ＝１０πｒａｄ／
ｓ）、ＳＩＭＯ系の制御器の周波数帯域を２０Ｈｚ（ωｎ＝４０πｒａｄ／ｓ）、ハイパ
スフィルタのカットオフ周波数を１Ｈｚとした。
【００７６】
　従来のＳＩＳＯ系の制御器の伝達関数は、３０Ｈｚ付近において特異な振舞いを示すの
に対し、ＳＩＭＯ系の制御器５０１，５０２の伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、いずれも全周波数
帯域において特異な振る舞いは示していない。
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【００７７】
　発明者らは、上で設計した制御器５０１，５０２（伝達関数Ｃ１，Ｃ２）を用いて構築
されるＳＩＭＯ系のフィードバック制御系のパフォーマンスを、シミュレーションにより
検証した。ここで、プレートステージＰＳＴの力学的運動（応答特性）は、前述の剛体模
型（伝達関数Ｃ１，Ｃ２）を用いて再現されている。シミュレーションでは、剛体模型（
伝達関数Ｃ１，Ｃ２）について３つの条件を適用する。条件Ａとして、ノミナルモデル、
すなわち全ての力学パラメータに対し図７（Ｂ）に与えられた値を、条件Ｂとして、ばね
定数ｋに対し図７（Ｂ）に与えられた値の０．５倍の値を、その他の力学パラメータに対
し図７（Ｂ）に与えられた値を、条件Ｃとして、慣性モーメントＪ１に対し図７（Ｂ）に
与えられた値の５倍の値を、その他の力学パラメータに対し図７（Ｂ）に与えられた値を
、適用する。
【００７８】
　図９（Ａ）～図９（Ｃ）には、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、本実施形態のＳＩＭＯ系
のフィードバック制御系の感度関数（閉ループ伝達関数）Ｓ（及びＴ＝１－Ｓ；Ｔは相補
感度関数）の周波数応答特性を示すゲイン線図が示されている。また、比較例として、前
述のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系の感度関数Ｓ（及びＴ＝１－Ｓ；Ｔは相補感度関
数）の周波数応答特性を示すゲイン線図も示されている。ここで、先と同様に、ＳＩＳＯ
系の制御器の周波数帯域を５Ｈｚ（ωｎ＝１０πｒａｄ／ｓ）、ＳＩＭＯ系の制御器の周
波数帯域を２０Ｈｚ（ωｎ＝４０πｒａｄ／ｓ）、ハイパスフィルタのカットオフ周波数
を１Ｈｚとしている。
【００７９】
　図９（Ａ）に示されるノミナルモデルに対する周波数応答特性では、従来のＳＩＳＯ系
のフィードバック制御系、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系ともに、特異
な振る舞いはしていない。なお、ＳＩＭＯ系のフィードバック制御系についての周波数応
答特性において、３０Ｈｚ付近に特異な振舞いが現れているが、これは、ハイパスフィル
タに起因する振舞いであり、システム制御上、無視できる程度の微小な振舞いである。
【００８０】
　図９（Ｂ）及び図９（Ｃ）において、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系に対す
る周波数応答特性は、図９（Ａ）における周波数応答特性から大きく変化し、３０Ｈｚ付
近において特異な振舞いを示している。これは、次のような理由による。
【００８１】
　すなわち、図９（Ａ）の条件Ａ（ノミナルモデル）に対しては、プレートステージＰＳ
Ｔの共振振舞い（共振モード）が現れる帯域がノッチフィルタの実効帯域に一致している
ため、ノッチフィルタの作用により共振モードが抑制されていた。しかし、図９（Ｂ）の
条件Ｂにおいてはばね定数ｋの値を、図９（Ｃ）の条件Ｃにおいては慣性モーメントＪ１

の値をずらしたことにより、プレートステージＰＳＴの状態がノミナルモデルから変化し
て、共振モードが現れる帯域がノッチフィルタの実効帯域から外れたため、ノッチフィル
タが作用せず、共振モードが抑制されなかったからである。
【００８２】
　これに対し、図９（Ｂ）及び図９（Ｃ）における本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバ
ック制御系に対する周波数応答特性は、図９（Ａ）におけるノミナルモデルに対する周波
数応答特性からまったく変化していない。これは、前述の通り、制御器５０１，５０２の
伝達関数Ｃ１，Ｃ２（定数ａ，ｂ）が質量Ｍ１，Ｍ２および距離Ｌ，lのみに依存し、ば
ね定数ｋ等、プレートステージＰＳＴの状態に応じて変化し得るパラメータに依存しない
からである。この結果は、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系は、如何なる
プレートステージＰＳＴの状態の変化に対してもロバストであることを示唆している。
【００８３】
　なお、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系に対して本実施形態のＳＩＭＯ系のフ
ィードバック制御系では、プレートステージＰＳＴを駆動する上で特に重要な低周波数帯
域（１０Ｈｚ以下）において、約３０ｄＢ、外乱抑圧特性が向上している。
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【００８４】
　図１０（Ａ）～図１０（Ｃ）には、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、本実施形態のＳＩＭ
Ｏ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系（比較例）と
のそれぞれの開ループ伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図が示されている。図１
０（Ａ）～図１０（Ｃ）のいずれにおいても、上側の図がゲイン線図、下側の図が位相線
図である。従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系に対する周波数応答特性は、３０Ｈ
ｚ付近において特異な振舞いを示しているのに対し、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィード
バック制御系に対する周波数応答特性は、全周波数帯域において特異な振舞いを示してい
ない。
【００８５】
　図１１（Ａ）～図１１（Ｃ）には、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、本実施形態のＳＩＭ
Ｏ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系（比較例）と
のそれぞれに対するナイキスト線図が示されている。従来のＳＩＳＯ系のフィードバック
制御系では、ナイキスト軌跡は、ノミナルモデル（条件Ａ）に対してのみ、点（－１，０
）を囲まず、ナイキストの安定条件を満たすが、条件Ｂ及びＣに対しては、点（－１，０
）を囲み、ナイキストの安定条件を満たさない。これに対し、本実施形態のＳＩＭＯ系の
フィードバック制御系では、ナイキスト軌跡は、全ての条件Ａ～Ｃについて、点（－１，
０）を囲まず、ナイキストの安定条件を満たしている。
【００８６】
　図１２には、条件Ａ～Ｃに対するゲイン余裕（Ｇｍ）と位相余裕（Ｐｍ）とが示されて
いる。従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系では、ノミナルモデル（条件Ａ）におい
て、ゲイン余裕は９．７ｄＢ、位相余裕は３０．１ｄｅｇである。条件Ｂ及びＣに対して
は、システムは不安定であり、ゲイン余裕と位相余裕は定義できない。これに対し、本実
施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系では、条件Ａ～Ｃともに、ゲイン余裕は１７
．８ｄＢ、位相余裕は３５．７ｄｅｇである。通常、高帯域化と安定余裕は、一方が改善
されれば他方は改悪する関係にある。それにも関わらず、制御器の周波数帯域を４倍にし
たにも関わらず、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系では、従来のＳＩＳＯ
系に対して、ゲイン余裕、位相余裕ともに劇的に改善されている。
【００８７】
　発明者らは、露光装置１１０を模擬した実験機において、上で設計した制御器５０１，
５０２（伝達関数Ｃ１，Ｃ２）を用いて１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック
制御系を構築し、そのパフォーマンスを実験により検証した。実験においても、先のシミ
ュレーションと同様の３つの条件Ａ～Ｃを採用した。
【００８８】
　図１３（Ａ）～図１３（Ｃ）には、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、本実施形態の１入力
２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系と、従来の１入力１出力系（ＳＩＳＯ系
）のフィードバック制御系（比較例）とのそれぞれの感度関数Ｓの周波数応答特性を示す
ゲイン線図が示されている。ここで、先と同様に、ＳＩＳＯ系の制御器の周波数帯域を５
Ｈｚ（ωｎ＝１０πｒａｄ／ｓ）、ＳＩＭＯ系の制御器の周波数帯域を２０Ｈｚ（ωｎ＝
４０πｒａｄ／ｓ）、ハイパスフィルタのカットオフ周波数を１Ｈｚとしている。
【００８９】
　従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系に対する周波数応答特性は、図１３（Ａ）か
らわかるように条件Ａ（ノミナルモデル）では特異な振る舞いを示さないが、図１３（Ｂ
）及び図１３（Ｃ）に示されるように、条件Ｂ及びＣにおいては３０Ｈｚ付近において特
異な振舞いを示す。これに対し、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系に対す
る周波数応答特性は、いずれの条件においても、３０Ｈｚ付近にハイパスフィルタに起因
する無視できる程度の微小な特異振舞いを、高周波数帯域（１００Ｈｚ以上）において高
次共振モードに起因する微小な特異振舞いを、それぞれ示すが、これらを除いて、特に露
光装置１１０において問題となる低周波数帯域においては問題となるような特異な振舞い
を示していない。
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【００９０】
　図１４（Ａ）～図１４（Ｃ）には、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、本実施形態のＳＩＭ
Ｏ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系（比較例）と
のそれぞれに対する開ループ伝達関数の周波数応答特性を示すボード線図が示されている
。図１４（Ａ）～図１４（Ｃ）のいずれにおいても、上側の図がゲイン線図、下側の図が
位相線図である。従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系に対する周波数応答特性は、
３０Ｈｚ付近において特異な振舞いを示している。これに対し、本実施形態のＳＩＭＯ系
のフィードバック制御系に対する周波数応答特性は、いずれの条件においても、３０Ｈｚ
付近にハイパスフィルタに起因する無視できる程度の微小な特異振舞いを、高周波数帯域
（１００Ｈｚ以上）において高次共振モードに起因する微小な特異振舞いを、それぞれ示
すが、これらを除いて、特に露光装置１１０において問題となる低周波数帯域において問
題となるような特異な振舞いを示していない。
【００９１】
　図１５（Ａ）～図１５（Ｃ）には、それぞれ条件Ａ～Ｃに対する、本実施形態のＳＩＭ
Ｏ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系（比較例）と
のそれぞれに対するナイキスト線図が示されている。従来のＳＩＳＯ系のフィードバック
制御系に対し、ナイキスト軌跡は、ノミナルモデル（条件Ａ）に対してのみ、点（－１，
０）を囲まず、ナイキストの安定条件を満たすが、条件Ｂ及びＣに対しては、点（－１，
０）を囲み、ナイキストの安定条件を満たさない。これに対し、本実施形態のＳＩＭＯ系
のフィードバック制御系に対し、ナイキスト軌跡は、全ての条件Ａ～Ｃについて、点（－
１，０）を囲まず、ナイキストの安定条件を満たしている。
【００９２】
　発明者らは、さらに、実験機において、図１６（Ａ）に示されるプレートステージＰＳ
Ｔの目標軌道（位置及び速度のそれぞれに関する目標値）のうち位置の目標値Ｒに対し、
フィードバック制御系の追従性能を検証した。
【００９３】
　図１６（Ｂ）には、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳ
Ｏ系のフィードバック制御系（比較例）とのそれぞれにおけるプレートステージＰＳＴの
追従誤差の時間変化が示されている。追従誤差は、特に、プレートステージＰＳＴの加減
速時に大きくなる。図１６（Ｂ）から明らかなように、従来のＳＩＳＯ系のフィードバッ
ク制御系に対し、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系では、プレートステー
ジＰＳＴの追従性能が劇的に改善されていることが分かる。図１６（Ｃ）には、フィード
バック制御にフィードフォワード制御を組み合わせた場合の追従誤差の時間変化が示され
ている。フィードフォワード制御を組み合わせることにより、さらに、追従性能が改善さ
れることが分かる。
【００９４】
　以上説明したように、本実施形態に係る露光装置１１０によると、プレートステージＰ
ＳＴ（制御対象）の位置（第１制御量）Ｘ１を計測する干渉計１８Ｘ（第１計測器）が設
置されたプレートテーブルＰＴＢ（制御対象の第１部分）が示す共振モードと逆相の剛体
モードに対する共振モードを示すキャリッジ３０（制御対象の第２部分）に、プレートス
テージＰＳＴの位置（第２制御量）Ｘ２を計測する干渉計１８Ｘ１（第２計測器）が設置
される。第１及び第２計測器を用いることにより、プレートステージＰＳＴを駆動する、
高帯域でロバストな駆動システムを設計することが可能となる。
【００９５】
　また、駆動システムの設計に際し、プレートステージＰＳＴの位置（第１及び第２制御
量）Ｘ１，Ｘ２の計測結果を用いて操作量を求めるための演算式Ｕ（Ｘ１，Ｘ２）＝Ｃ１

Ｘ１＋Ｃ２Ｘ２において、伝達関数Ｃ１，Ｃ２を、プレートステージＰＳＴの第１及び第
２部分（プレートテーブルＰＴＢ及びキャリッジ３０）の応答を表現する伝達関数Ｐ１，
Ｐ２のそれぞれに含まれる共振モードに対応する極が開ループ伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ

２において相殺されるように決定する。さらに、伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具体形を、第１及
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び第２部分の運動をばねにより連結された２つの剛体の運動として表現する力学模型（剛
体模型）を用いて与える。これにより、閉ループ伝達関数においてＰ１，Ｐ２の共振振舞
い（共振モード）が相殺され（Ｐ１の共振モードがＰ２の共振モードにより相殺され）、
第１及び第２部分の質量（すなわちプレートテーブルＰＴＢ及びキャリッジ３０の質量）
および距離Ｌ，ｌが変化しない限り、如何なる状態の変化に対してもロバストなプレート
ステージＰＳＴの駆動（位置制御）が可能な駆動システムを設計することが可能となる。
【００９６】
　また、本実施形態に係る露光装置１１０によると、プレートステージＰＳＴの第１部分
（プレートテーブルＰＴＢ）の第１制御量（位置）を計測するとともに、第１部分が示す
共振モードと逆相の剛体モードに対する共振モードを示すプレートステージＰＳＴの第２
部分（キャリッジ３０）の第２制御量（位置）を計測し、それらの計測結果と目標値とに
基づいて制御演算を行って操作量を求め、得られた操作量をプレートステージ駆動系ＰＳ
Ｄに与えることにより、プレートステージＰＳＴを駆動する。これにより、プレートステ
ージＰＳＴを精密に且つ安定して駆動することが可能となる。
【００９７】
　また、本実施形態に係る露光装置１１０は、上述のように設計されたプレートステージ
ＰＳＴの駆動システムを備えるため、プレートステージＰＳＴを精密に且つ安定して駆動
することが可能となり、露光精度、すなわち重ね合わせ精度の向上が可能となる。
【００９８】
　なお、本実施形態では、制御対象であるプレートステージＰＳＴの制御量として位置を
選択したが、これに代えて速度、加速度等、位置以外の位置に関連する物理量を制御量と
して選択しても良い。かかる場合、プレート干渉計システム１８（を構成する干渉計１８
Ｘ，１８Ｙ，１８Ｘ１）とは独立の速度計測器、加速度計測器等を設置し、それらを用い
て速度、加速度等を計測することとする。あるいは、プレート干渉計システム１８の計測
値の１階差分又は２階差分演算により、速度、加速度を算出して用いても良い。
【００９９】
　また、位置、速度、加速度等、位置に関連する物理量を複数組み合わせてプレートステ
ージＰＳＴの制御量とすることも可能である。図１７には、本実施形態に係る１入力２出
力系のフィードバック制御系の変形例のブロック図が示されている。この変形例のフィー
ドバック制御系は、全体として速度制御ループを構成している。従って、目標生成部５０

０が目標値として目標速度Ｖを生成し、制御対象であるプレートステージＰＳＴの制御量
も速度となっている。プレート干渉計システム１８を構成する第１計測器（干渉計１８Ｘ
）及び該第１計測器とは独立の第１速度計測器（不図示）によってプレートステージＰＳ
Ｔの第１部分（プレートテーブルＰＴＢ）の位置Ｘ１及び速度Ｖ１がそれぞれ計測され、
これらの計測結果が混合部５２に送られる。位置Ｘ１の計測結果は、微分器５２ａを介し
て、混合器５２ｂにより速度Ｖ１の計測結果と合成され、合成された結果はステージ制御
装置５０の減算器５０３にフィードバックされる。同様に、プレート干渉計システム１８
を構成する第２計測器（干渉計１８Ｘ１）及び第２計測器とは独立の第２速度計測器（不
図示）によってプレートステージＰＳＴの第２部分（キャリッジ３０）の位置Ｘ２及び速
度Ｖ２がそれぞれ計測され、それらの計測結果が混合部５２に送られる。位置Ｘ２の計測
結果は、微分器５２ａを介して、混合器５２ｂにより速度Ｖ２の計測結果と合成され、合
成された結果はステージ制御装置５０の減算器５０４にフィードバックされる。ここで、
混合器５２ｂは、一例として、同じカットオフ周波数を有するハイパスフィルタとローパ
スフィルタを含み、これらの２つのフィルタを用いて位置Ｘ１，Ｘ２及び速度Ｖ１，Ｖ２

の一方の計測結果が通過するように構成されている。この混合式のフィードバック制御系
により、プレートステージＰＳＴをさらに精密に且つ安定して駆動する（すなわち速度（
及び位置）を制御する）ことが可能となる。
【０１００】
　なお、上記実施形態では、Ｘ軸方向についてプレートステージＰＳＴを駆動する場合に
ついて説明したが、Ｙ軸方向及びＺ軸方向についてプレートステージＰＳＴを駆動する場
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合についても、同様にして、フィードバック制御系を設計することができ、同等の効果を
得ることができる。
【０１０１】
　《第２の実施形態》
　次に、第２の実施形態について、図６、図１８～図２４に基づいて説明する。ここで、
前述した第１の実施形態と同一の構成部分には同一の符号を用いるものとする。この第２
の実施形態に係る露光装置の構成等は、第１の実施形態と同様であるので装置構成等の説
明は省略する。ただし、本第２の実施形態では、回転（傾斜）方向（θｘ方向、θｙ方向
、及びθｚ方向）についてプレートステージＰＳＴを駆動する駆動システムを取り扱うこ
ととし、その設計等について説明する。ここでは、一例として、プレートステージＰＳＴ
を、θｚ方向に駆動する駆動システムについて説明する。
【０１０２】
　露光装置１１０では、前述のごとく、Ｘリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２がそれぞれ発
生するＸ軸方向の駆動力（推力）を異ならせることでＺ軸周りのトルクτを発生させて、
キャリッジ３０及びプレートテーブルＰＴＢをθｚ方向に駆動する。
【０１０３】
　また、プレートステージＰＳＴのθｚ方向の位置（ヨーイング値、ヨー角）は、前述の
通り、プレート干渉計システム１８の干渉計１８Ｘにより計測される。すなわち、干渉計
１８ＸによってプレートテーブルＰＴＢのθｚ位置（θｚ１）が計測される。また、プレ
ート干渉計システム１８の干渉計１８Ｘ１、１８Ｘ２のそれぞれによるキャリッジ３０の
Ｘ位置の計測結果同士の差に基づいて、ステージ制御装置５０は、キャリッジ３０のθｚ
位置（θｚ２）を求めることができる。
【０１０４】
　プレート干渉計システム１８の干渉計１８Ｘ、１８Ｘ１及び１８Ｘ２を用いて、図６の
ブロック図で表される１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系を構築する
。なお、制御対象の第２部分であるキャリッジ３０のθｚ位置（θｚ２）を計測する第２
計測器は干渉計１８Ｘ１，１８Ｘ２から構成されるが、以下では、説明の便宜上、第２計
測器を、干渉計１８Ｘ１と表記する。
【０１０５】
　図６に示される、本第２の実施形態に係るフィードバック制御系では、干渉計１８Ｘ，
１８Ｘ１（第１及び第２計測器）により、それぞれ、プレートステージＰＳＴ（制御対象
）のプレートテーブルＰＴＢ（第１部分）及びキャリッジ３０（第２部分）のθｚ位置（
第１制御量θｚ１及び第２制御量θｚ２）が計測される。
【０１０６】
　第１及び第２制御量の計測結果（θｚ１，θｚ２）は、ステージ制御装置５０に供給さ
れる。ステージ制御装置５０は、計測結果（θｚ１，θｚ２）を用いて操作量Ｕ（トルク
τ）を求め、求められた操作量ＵをプレートステージＰＳＴ（制御対象）を駆動するプレ
ートステージ駆動系ＰＳＤへ送信する。プレートステージ駆動系ＰＳＤ（Ｘリニアモータ
３６Ｘ１，３６Ｘ２）は、受信した操作量Ｕ（トルクτ）に従って、Ｘリニアモータ３６
Ｘ１，３６Ｘ２が発生する駆動力（推力）を互いに異ならせることによりトルクτに等し
いトルクをキャリッジ３０（第２部分）に加える。これにより、プレートステージＰＳＴ
がθｚ方向に関して駆動され、θｚ方向の位置が制御される。このように、本第２の実施
形態においても、ステージ制御装置５０によるプレートステージＰＳＴの駆動は、プレー
トステージＰＳＴの位置の制御を伴うが、以下においては、単に駆動と表記する。
【０１０７】
　ステージ制御装置５０に含まれる目標生成部５００は、プレートステージＰＳＴの目標
値Ｒ（この場合はθｚ位置（ヨー角）の目標値）を生成して、減算器５０３、５０４に供
給する。一方の減算器５０３は、目標値Ｒと干渉計１８Ｘによって計測されるプレートテ
ーブルＰＴＢのθｚ位置θｚ１（現在位置）との差、すなわち偏差（Ｒ－θｚ１）を算出
し、制御器５０１（伝達関数Ｃ１）に供給する。他方の減算器５０４は、目標値Ｒと干渉
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計１８Ｘ１によって計測されるキャリッジ３０（伝達関数Ｐ２）のθｚ位置θｚ２（現在
位置）との差、すなわち偏差（Ｒ－θｚ２）を算出し、制御器５０２（伝達関数Ｃ２）に
供給する。
【０１０８】
　制御器５０１は、偏差（Ｒ－θｚ１）が零となるように、演算（制御演算）により中間
量Ｃ１（Ｒ－θｚ１）を算出し、加算器５０５に送出する。同様に、制御器５０２は、偏
差（Ｒ－θｚ２）が零となるように、制御演算により中間量Ｃ２（Ｒ－θｚ２）を算出し
、加算器５０５に送出する。
【０１０９】
　加算器５０５は、制御器５０１，５０２の出力（中間量）を加算して操作量Ｕを求める
。このように、ステージ制御装置５０は、干渉計１８Ｘ，１８Ｘ１の計測結果（θｚ１，
θｚ2）と目標値Ｒとに基づいて演算式Ｕ（Ｒ－θｚ１，Ｒ－θｚ２）＝Ｃ１（Ｒ－θｚ

１）＋Ｃ２（Ｒ－θｚ２）で表される制御演算を行って操作量Ｕを求め、該操作量Ｕを制
御対象であるプレートステージＰＳＴに与える。これにより、操作量Ｕに従ってプレート
ステージＰＳＴがθｚ方向に駆動される。
【０１１０】
　本実施形態では、制御器５０１，５０２を設計する（伝達関数Ｃ１，Ｃ２を決定する）
ために、簡素化された力学模型（剛体模型）を用いてプレートステージＰＳＴの力学的運
動を表現する。図１８（Ａ）は、一般的な２慣性系の力学模型を表す図である。ここで、
プレートステージＰＳＴは、その２慣性系の一例であって、図１に示されるように、第１
計測器（干渉計１８Ｘ）が設置されたプレートテーブルＰＴＢ、及び第２計測器（干渉計
１８Ｘ１）が設置されたキャリッジ３０の２部分から構成されるものとする。そして、こ
れらの部分のθｚ方向の運動（回転）を、ばねにより連結された２つの剛体の回転運動、
より詳細には、プレートステージ駆動系ＰＳＤ（Ｘリニアモータ３６Ｘ１，３６Ｘ２）に
対応する駆動系からトルクτを与えられる剛体Ｌ２（キャリッジ３０に対応する）と、剛
体Ｌ２にばねを介して連結された剛体Ｌ１（プレートテーブルＰＴＢに対応する）と、の
回転運動として表現する。
【０１１１】
　ここで、剛体Ｌ１，Ｌ２のθｚ位置をそれぞれθｚ１，θｚ２、慣性モーメントをそれ
ぞれＪ１，Ｊ２、ばね定数ｋとする。なお、図１８（Ｂ）の表に、これら力学パラメータ
の値（実測値）が示されている。
【０１１２】
　上述の剛体模型において、剛体Ｌ１，Ｌ２の入出力応答（トルクτに対する制御量θｚ

１，θｚ２の応答）を表す伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、ラプラス変換形において、次のように
与えられる。
【０１１３】
【数２】
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【０１１４】
　図１９（Ａ）及び図１９（Ｂ）には、それぞれ、伝達関数Ｐ２，Ｐ１の周波数応答特性
を示すボード線図が示されている。図１９（Ａ）及び図１９（Ｂ）のいずれにおいても、
上側の図がゲイン線図、下側の図が位相線図である。２つの剛体Ｌ１，Ｌ２の回転運動に
係る伝達関数Ｐ１，Ｐ２は、並進運動についての剛体模型（図７（Ａ））における２つの
剛体Ｃｒ，Ｔｂの並進運動に係る伝達関数Ｐ１，Ｐ２（図５（Ａ）及び図５（Ｂ）参照）
とほぼ同様の振舞いを示す。伝達関数Ｐ１は、基本的な振舞いとして、周波数ｆの増加に
対して、その振幅を単調に減少し、位相を一定に保つ。そして、伝達関数Ｐ１は、共振モ
ード（共振振舞い）として、６０数Ｈｚ付近において、振幅を急激に増加そして減少し、
位相を急激に減少する。これらは、図１９（Ｂ）のゲイン線図及び位相線図において、そ
れぞれ、山形及びステップ形状を示す。一方、伝達関数Ｐ２の周波数応答特性は、伝達関
数Ｐ１の周波数応答特性と相反する共振モード（共振振舞い）、すなわち逆相の共振モー
ドを示す。すなわち、伝達関数Ｐ２は、基本的な振舞いとして、周波数ｆの増加に対して
、その振幅を単調に減少し、位相を一定に保つ。そして、伝達関数Ｐ２は、６０数Ｈｚ付
近において、その振幅を急激に減少そして増加し、位相を急激に増加そして減少する。こ
れらは、図１９（Ａ）のゲイン線図及び位相線図において、それぞれ、連続する谷と山の
形及びパルス形状を示している。
【０１１５】
　従って、剛体Ｌ１（プレートテーブルＰＴＢ）に対する伝達関数Ｐ１は、剛体モードと
逆相の共振モードを示し、剛体Ｌ２（キャリッジ３０）に対する伝達関数Ｐ２は、剛体モ
ードと同相の共振モードを示すことから、第１の実施形態と同様に、プレートテーブルＰ
ＴＢ（伝達関数Ｐ１）の共振振舞いをキャリッジ３０（伝達関数Ｐ２）の共振振舞いでも
って相殺する１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系を構築することがで
きる。
【０１１６】
　上記の伝達関数Ｐ１，Ｐ２を用いて、伝達関数Ｃ１，Ｃ２を決定する。便宜のため、伝
達関数Ｐ１，Ｐ２，Ｃ１，Ｃ２を、分数式形Ｐ１＝ＮＰ１／ＤＰＤＲ，Ｐ２＝ＮＰ２／Ｄ

ＰＤＲ，Ｃ１＝ＮＣ１／ＤＣ、Ｃ２＝ＮＣ２／ＤＣにおいて表す。ここで、
　　ＮＰ１＝ｋ／Ｊ１　…（７ａ）
　　ＮＰ２＝ｓ2＋ｋ／Ｊ１　…（７ｂ）
　　ＤＰ＝Ｊ２ｓ2　…（７ｃ）
　　ＤＲ＝ｓ2＋（ｋ／Ｊ１）（１＋Ｊ１／Ｊ２）　…（７ｄ）
である。この場合、フィードバック制御系（図６）の閉ループ伝達関数の特性方程式ＡＣ

Ｌ（式（３））において、任意の解析関数αを用いて、式（４）を満たすようにＮＣ１，
ＮＣ２を決定する。これにより、開ループ伝達関数Ｃ１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２＝α／ＤＣＤＰが
得られ、Ｐ１，Ｐ２のそれぞれに含まれる共振振舞いを与える極（すなわちＰ１，Ｐ２の
それぞれが示す共振モード）が極零相殺される。さらに、特性方程式ＡＣＬが安定な極（
本説明では便宜上、重根となるようにする）を有するように、すなわち式（５）を満たす
ように、ＤＣ，αを決定する。
【０１１７】
　次に、伝達関数Ｃ１，Ｃ２（ＮＣ１，ＮＣ２，ＤＣ，α）の具体形を決定する。第１の
実施形態と同様に、ＮＣ１，ＮＣ２が特異点（極）を有するＤＲを含まないように、定数
ａ，ｂを用いて、ＮＣ１＝ａα、ＮＣ２＝ｂαと与える。式（７ａ）～式（７ｄ）及び式
（４）より、ａ＝Ｊ１／Ｊ２，ｂ＝１と定まる。ここで、定数ａ，ｂは、慣性モーメント
Ｊ１，Ｊ２のみに依存し、ばね定数ｋ、すなわちプレートステージＰＳＴの状態に応じて
変化し得るパラメータに依存しないことに注目する。残りのＤＣ，αは、ＰＩＤ型の制御
器５０１，５０２を設計することで、ＤＣ＝ｓ２＋ｂ１ｓ，α＝ｂ２ｓ２＋ｂ３ｓ＋ｂ４

と定まる。ただし、ｂ１＝４ωｎ，ｂ２＝６Ｊ２ωｎ
２、ｂ３＝４Ｊ２ωｎ

３，ｂ４＝Ｊ

２ωｎ
４である。

【０１１８】
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　図２０（Ａ）及び図２０（Ｂ）には、それぞれ、上で設計された１入力２出力系（ＳＩ
ＭＯ系）のフィードバック制御系における制御器５０２，５０１の伝達関数Ｃ２，Ｃ１の
周波数応答特性を示すボード線図が示されている。図２０（Ａ）及び図２０（Ｂ）のいず
れにおいても、上側の図がゲイン線図、下側の図が位相線図である。ここで、伝達関数Ｃ

１，Ｃ２に含まれる力学パラメータには、図１８（Ｂ）に示されている値がそれぞれ代入
されている。図２０（Ｂ）には、比較例として、従来の１入力１出力系（ＳＩＳＯ系）の
フィードバック制御系（例えば特開２００６－２０３１１３号公報参照）における制御器
（ＰＩＤ型制御器とノッチフィルタの組み合わせ）の伝達関数の周波数応答特性も表され
ている。ここで、ＳＩＳＯ系の制御器の周波数帯域を５Ｈｚ（ωｎ＝１０πｒａｄ／ｓ）
、ＳＩＭＯ系の制御器の周波数帯域を２０Ｈｚ（ωｎ＝４０πｒａｄ／ｓ）とした。
【０１１９】
　従来のＳＩＳＯ系の制御器の伝達関数は、６０Ｈｚ付近において特異な振舞いを示すの
に対し、ＳＩＭＯ系の制御器５０１，５０２の伝達関数Ｃ１，Ｃ２は、いずれも全周波数
帯域において特異な振る舞いを示していない。
【０１２０】
　発明者らは、上で設計した制御器５０１，５０２（伝達関数Ｃ１，Ｃ２）を用いて構築
される１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系のパフォーマンスを、シミ
ュレーションにより検証した。ここで、プレートステージＰＳＴの力学的運動（応答特性
）は、前述の剛体模型（伝達関数Ｐ１，Ｐ２）を用いて再現されている。
【０１２１】
　図２１には、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系の
フィードバック制御系（比較例）とのそれぞれに対する感度関数Ｓ（及びＴ＝１－Ｓ；Ｔ
は相補感度関数）の周波数応答特性を示すゲイン線図が示されている。いずれのフィード
バック制御系においても、閉ループ伝達関数は、全周波数帯域において特異な振舞いを示
していない。
【０１２２】
　ただし、従来のＳＩＳＯ系のフィードバック制御系に対して本実施形態のＳＩＭＯ系の
フィードバック制御系では、プレートステージＰＳＴを駆動する上で特に重要な低周波数
帯域（１０Ｈｚ以下）において、約３０ｄＢ、外乱抑圧特性が向上している。
【０１２３】
　図２２には、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系の
フィードバック制御系（比較例）とのそれぞれに対する開ループ伝達関数の周波数応答特
性示すボード線図が示されている。図２２において、上側の図がゲイン線図、下側の図が
位相線図である。いずれのフィードバック制御系においても、開ループ伝達関数は、全周
波数帯域において特異な振舞いを示していない。
【０１２４】
　図２３には、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系と、従来のＳＩＳＯ系の
フィードバック制御系（比較例）とのそれぞれに対するナイキスト線図が示されている。
いずれのフィードバック制御系についても、ナイキスト軌跡は点（－１，０）を囲まず、
ナイキストの安定条件を満たしている。
【０１２５】
　図２４には、ゲイン余裕（Ｇｍ）と位相余裕（Ｐｍ）とが示されている。従来のＳＩＳ
Ｏ系のフィードバック制御系に対し、ゲイン余裕は１２．２ｄＢ、位相余裕は３０．２ｄ
ｅｇである。これに対し、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系に対し、ゲイ
ン余裕は無限大、位相余裕は４３．５ｄｅｇである。制御器の周波数帯域を４倍にしたに
も関わらず、本実施形態のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系では、従来のＳＩＳＯ系に
対して、ゲイン余裕、位相余裕ともに劇的に改善されている。
【０１２６】
　以上説明したように、本第２の実施形態に係る露光装置によると、プレートステージＰ
ＳＴ（制御対象）の位置（第１制御量）θｚ１を計測する干渉計１８Ｘ（第１計測器）が
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設置されたプレートテーブルＰＴＢ（制御対象の第１部分）が示す共振モードと逆相の剛
体モードに対する共振モードを示すキャリッジ３０（制御対象の第２部分）に、プレート
ステージＰＳＴの位置（第２制御量）θｚ２を計測する干渉計１８Ｘ１（第２計測器）が
設置される。第１及び第２計測器を用いることにより、回転方向についてのプレートステ
ージＰＳＴの駆動についても、第１の実施形態における並進方向についてのプレートステ
ージＰＳＴの駆動と同様に、プレートステージＰＳＴを駆動（θｚ位置を制御）する、高
帯域でロバストな駆動システムを設計することが可能となる。
【０１２７】
　また、駆動システムの設計に当たり、プレートステージＰＳＴの位置（第１及び第２制
御量）θｚ１，θｚ２の計測結果を用いて操作量を求めるための演算式Ｕ（θｚ１，θｚ

２）＝Ｃ１θｚ１＋Ｃ２θｚ２において、伝達関数Ｃ１，Ｃ２を、プレートステージＰＳ
Ｔの第１及び第２部分（プレートテーブルＰＴＢ及びキャリッジ３０）の応答を表現する
伝達関数Ｐ１，Ｐ２のそれぞれに含まれる共振モードに対応する極が開ループ伝達関数Ｃ

１Ｐ１＋Ｃ２Ｐ２において相殺されるように決定する。さらに、伝達関数Ｐ１，Ｐ２の具
体形を、第１及び第２部分の運動をばねにより連結された２つの剛体の運動として表現す
る力学模型（剛体模型）を用いて与える。これにより、閉ループ伝達関数においてＰ１，
Ｐ２の共振モード（共振振舞い）が相殺され（Ｐ１の共振モードがＰ２の共振モードによ
り相殺され）、第１及び第２部分の慣性モーメント（すなわちプレートテーブルＰＴＢ及
びキャリッジ３０の慣性モーメント）が変化しない限り、如何なる状態の変化に対しても
ロバストなプレートステージＰＳＴの駆動システムを設計することが可能となる。
【０１２８】
　また、本第２の実施形態に係る露光装置によると、プレートステージＰＳＴの第１部分
（プレートテーブルＰＴＢ）の第１制御量（θｚ方向の位置（回転位置））を計測すると
ともに、第１部分が示す共振モードと逆相の剛体モードに対する共振モードを示すプレー
トステージＰＳＴの第２部分（キャリッジ３０）の第２制御量（θｚ方向の位置（回転位
置））を計測し、それらの計測結果と目標値とに基づいて制御演算を行って操作量を求め
、得られた操作量をプレートステージ駆動系ＰＳＤに与えることにより、プレートステー
ジＰＳＴを駆動する。これにより、プレートステージＰＳＴを精密に且つ安定して駆動す
ることが可能となる。
【０１２９】
　また、本第２の実施形態に係る露光装置は、上述のように設計されたプレートステージ
ＰＳＴの駆動システムを備えるため、プレートステージＰＳＴを精密に且つ安定して駆動
することが可能となり、露光精度、すなわち重ね合わせ精度の向上が可能となる。
【０１３０】
　なお、上記第２の実施形態では、制御対象であるプレートステージＰＳＴの制御量とし
て回転位置を選択したが、これに代えて回転速度、回転加速度等、回転位置以外の回転位
置に関連する物理量を制御量として選択しても良い。かかる場合、プレート干渉計システ
ム１８（を構成する干渉計１８Ｘ，１８Ｙ，１８Ｘ１，１８Ｘ２）とは独立の回転速度計
測器、回転加速度計測器等を設置し、それらを用いて回転速度、回転加速度等を計測する
こととする。あるいは、プレート干渉計システム１８の計測値の１階差分又は２階差分演
算により、回転速度、回転加速度を算出して用いても良い。
【０１３１】
　また、第１の実施形態に対する変形例（図１７）と同様に、回転位置、回転速度、回転
加速度等、回転位置に関連する物理量を複数組み合わせてプレートステージＰＳＴの制御
量とすることも可能である。
【０１３２】
　また、本実施形態では、θｚ方向についてプレートステージＰＳＴを駆動する場合につ
いて説明したが、θｘ方向及びθｙ方向についてプレートステージＰＳＴを駆動する場合
についても、同様に、フィードバック制御系を設計することができ、同等の効果を得るこ
とができる。
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【０１３３】
　なお、上記第１、第２の実施形態に係る露光装置では、剛体モードと逆相の共振モード
を示すプレートテーブルＰＴＢ（プレートステージＰＳＴの第１部分）に第１計測器（干
渉計１８Ｘ（移動鏡１７Ｘ））を設置し、剛体モードと同相の共振モードを示すキャリッ
ジ３０（プレートステージＰＳＴの第２部分）に第２計測器（干渉計１８Ｘ１（及び干渉
計１８Ｘ２）（コーナーキューブ１７Ｘ１（及びＸ２）））を設置し、これら第１及び第
２計測器を用いてフィードバック制御系を構築した。しかし、これに限らず、例えば、制
御対象（プレートステージＰＳＴ）の剛体モードと同相の共振モードを示す位置（部分）
に配置されたセンサ（第１計測器）を使ったセミクローズド制御の場合などでは、制御対
象の剛体モードと逆相の共振モードを示す位置（部分）にセンサ（第２計測器）を（追加
）配置し、上記第１、第２の実施形態と同様のフィードバック制御系を構築し、発生する
負荷側の振動を、抑圧することとしても良い。
【０１３４】
　また、上記第１、第２の実施形態では、プレートの走査方向に移動するキャリッジと該
キャリッジ上に支持されてプレートを保持して非走査方向に移動するプレートテーブルと
の２部分（あるいは３部分以上）から構成されるガントリー型のプレートステージＰＳＴ
を制御対象として、該プレートステージＰＳＴを精密に且つ安定して駆動する駆動システ
ムを構築したが、これに限らず、２次元方向に移動する粗動ステージと該粗動ステージ上
に支持されてプレート（基板）を保持して微小移動する微動ステージとの２部分（あるい
は３部分以上）を有する粗微動型の基板ステージに対しても、上記第１、第２の実施形態
と同様にして駆動システムを構築することが可能である。
【０１３５】
　《第３の実施形態》
　次に、第３の実施形態について、図２５及び図２６に基づいて説明する。ここで、前述
した第１の実施形態と同一若しくは同等の構成部分については、同一の符号を用いるとと
もに、その説明を簡略若しくは省略する。
【０１３６】
　本第３の実施形態では、前述の第１、第２の実施形態と異なり、単一部分から成る移動
ステージ、一例として露光装置１１０におけるマスクステージＭＳＴを制御対象とする駆
動システムを構築する場合について説明する。
【０１３７】
　ここでは、一例として、走査方向（Ｘ軸方向）についてのマスクステージＭＳＴの駆動
について説明する。
【０１３８】
　マスクステージＭＳＴは、図２５に示されるように、マスクステージ本体６０と、マス
クステージ本体６０のＹ軸方向の一側と他側に、支持部材６１（＋Ｙ側の支持部材は不図
示）をそれぞれ介して設けられた一対の可動子６２Ａ，６２Ｂと、を備えている。
【０１３９】
　マスクステージ本体６０は、平面視（上方から見て）矩形の枠状部６００と、枠状部６
００の＋Ｙ側と－Ｙ側にそれぞれ一体的に設けられたスライダ部６０１，６０２とを有し
ている。一方のスライダ部６０１の＋Ｙ端面には、Ｙ軸に垂直な反射面を有する平面ミラ
ーから成る移動鏡１５Ｙが固定されている。すなわち、スライダ部６０１は、ミラー支持
部材を兼ねている。枠状部６００のほぼ中央には、平面視矩形の凹部６０ａが形成され、
凹部６０ａの内部底面の中央部には、照明光ＩＬが通る開口（不図示）が形成されている
。
【０１４０】
　枠状部６００上面の凹部６０ａの＋Ｙ側と－Ｙ側に各４つのマスク保持機構６３が設け
られている。凹部６０ａ内に収容されたマスクＭは、８つのマスク保持機構６３によって
、±Ｙ端部が押さえつけられ、枠状部６００に対して固定されている。
【０１４１】
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　枠状部６００の＋Ｙ側端部及び－Ｙ側端部の中央には、それぞれコーナーキューブ１５
Ｘ１，１５Ｘ２が固定されている。また、スライダ部６０１，６０２のそれぞれのほぼ中
央には、コーナーキューブ１５Ｘ１２，１５Ｘ２２が、固定されている。
【０１４２】
　スライダ部６０１，６０２は、前述の一対のマスクステージガイド（不図示）の上に、
不図示の気体静圧軸受（例えばエアベアリング）を介して浮上支持されている。
【０１４３】
　一対の可動子６２Ａ，６２Ｂは、それぞれ対応する固定子（不図示）と係合して、マス
クステージ駆動系ＭＳＤを構成する一対のリニアモータを構成する。一対のリニアモータ
により、マスクステージＭＳＴは走査方向（Ｘ軸方向）に駆動されるとともに、非走査方
向（Ｙ軸方向）に微小駆動される。
【０１４４】
　マスクステージＭＳＴの位置は、マスク干渉計システム１６（図３参照）により計測さ
れる。マスク干渉計システム１６は、図２５に示されるように、干渉計１６Ｙ，１６Ｘ１

，１６Ｘ２，１６Ｘ１２，１６Ｘ２２を有する。干渉計１６Ｙは、マスクステージＭＳＴ
に固定された移動鏡１５ＹにＹ軸に平行な測長ビームを照射し、その反射光を受光するこ
とで、マスクステージＭＳＴのＹ位置を計測する。干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ２は、枠状部
６００上のコーナーキューブ１５Ｘ１，１５Ｘ２に測長ビームをそれぞれ照射し、それぞ
れの反射光を受光して、マスクステージＭＳＴの枠状部６００のＸ位置を計測する。干渉
計１６Ｘ１２，１６Ｘ２２は、スライダ部６０１，６０２上のコーナーキューブ１５Ｘ１

２，１５Ｘ２２に測長ビームをそれぞれ照射し、それぞれの反射光を受光して、マスクス
テージＭＳＴのスライダ部６０１，６０２のＸ位置を計測する。
【０１４５】
　本第３の実施形態では、マスク干渉計システム１６を構成する干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ

２，１６Ｘ１２，１６Ｘ２２を用いて、図２６のブロック図で表される１入力２出力系（
ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系が構築される。フィードバック制御系の基本構成は
、前述の第１及び第２実施形態におけるフィードバック制御系の基本構成と同様である。
すなわち、干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ２（第１計測器）により、マスクステージＭＳＴ（制
御対象）の枠状部６００（第１部分）のＸ位置（第１制御量Ｘ１）が計測され、また干渉
計１６Ｘ１２，１６Ｘ２２（第２計測器）によりマスクステージＭＳＴ（制御対象）の第
２部分（スライダ部６０１，６０２と可動子６２Ａ、６２Ｂと移動鏡１５Ｙ）のＸ位置（
第２制御量Ｘ２）が計測される。これらの計測結果（Ｘ１，Ｘ２）は、ステージ制御装置
５０に供給される。なお、干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ２によりマスクステージＭＳＴのＸ位
置を計測する場合、両干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ２のいずれかの計測結果又は両計測結果の
平均により、マスクステージＭＳＴのＸ位置（第１制御量Ｘ１）が得られるのであるが、
本実施形態では、説明の便宜上、干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ２（第１計測器）により第１制
御量Ｘ１が計測されるものとしている。同様の趣旨から、干渉計１６Ｘ１２，１６Ｘ２２

（第２計測器）により第２制御量Ｘ２が計測されるものとしている。また、マスクステー
ジＭＳＴ（制御対象）の第２部分は、スライダ部６０１，６０２の他、可動子６２Ａ，６
２Ｂ及び移動鏡１５Ｙを含むが、以下では、適宜、スライダ部６０１，６０２が第２部分
であるものとして説明する。
【０１４６】
　ステージ制御装置５０は、計測結果（Ｘ１，Ｘ２）を用いて操作量Ｕ（駆動力Ｆ）を求
め、求められた操作量ＵをマスクステージＭＳＴ（制御対象）を駆動するマスクステージ
駆動系ＭＳＤへ送信する。マスクステージ駆動系ＭＳＤは、受信した操作量Ｕ（駆動力Ｆ
）に従って、駆動力Ｆに等しい駆動力を一対のリニアモータの可動子６２Ａ，６２Ｂに加
える。これにより、マスクステージＭＳＴがＸ軸方向に関して駆動される。
【０１４７】
　図２６において、ステージ制御装置５０に含まれる目標生成部５００は、マスクステー
ジＭＳＴの制御のための目標値、ここではＸ軸方向の目標位置（時々刻々変化するＸ位置
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の目標値））Ｒを生成して、減算器５０３，５０４に供給する。
【０１４８】
　一方の減算器５０３は、干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ2によって計測されるマスクステージ
ＭＳＴ（制御対象）の枠状部６００（伝達関数Ｐ１）のＸ位置Ｘ１（現在位置）と目標位
置Ｒとの差、すなわち偏差（Ｒ－Ｘ１）を算出し、制御器５０１（伝達関数Ｃ１）に供給
する。他方の減算器５０４は、干渉計１６Ｘ１２，１６Ｘ２２によって計測されるマスク
ステージＭＳＴ（制御対象）のスライダ部６０１，６０２（伝達関数Ｐ２）のＸ位置Ｘ２

（現在位置）と目標位置Ｒとの差、すなわち偏差（Ｒ－Ｘ２）を算出し、制御器５０２（
伝達関数Ｃ２）に供給する。
【０１４９】
　制御器５０１は、偏差（Ｒ－Ｘ１）が零となるように、演算（制御演算）により中間量
Ｃ１（Ｒ－Ｘ１）を算出し、加算器５０５に送出する。同様に、制御器５０２は、偏差（
Ｒ－Ｘ２）が零となるように、制御演算により中間量Ｃ２（Ｒ－Ｘ２）を算出し、加算器
５０５に送出する。
【０１５０】
　加算器５０５は、制御器５０１，５０２の出力（中間量）を加算して操作量Ｕを求める
。このように、ステージ制御装置５０は、第１及び第２計測器（干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ

2及び１６Ｘ１２，１６Ｘ２２）の計測結果（Ｘ１，Ｘ2）と目標位置Ｒとに基づいて演算
式Ｕ（Ｒ－Ｘ１，Ｒ－Ｘ２）＝Ｃ１（Ｒ－Ｘ１）＋Ｃ２（Ｒ－Ｘ２）で表される制御演算
を行って操作量Ｕを求め、該操作量Ｕを制御対象であるマスクステージＭＳＴに与える。
これにより、操作量Ｕに従ってマスクステージＭＳＴがＸ軸方向に関して駆動される。
【０１５１】
　マスクステージＭＳＴは、枠状部６００によって構成される第１部分と、スライダ部６
０１，６０２（及び可動子６２Ａ，６２Ｂ、並びに移動鏡１５Ｘ）によって構成される第
２部分との２部分が連結された複合ステージとみなすこともできる。このような複合ステ
ージでは、連結部分の剛性不足によりステージ全体のねじれ（曲げ）が生じ、これにより
、第１及び第２部分６００，６０１，６０２の入出力応答、すなわち操作量Ｕ（駆動力Ｆ
）に対する第１及び第２制御量Ｘ１，Ｘ２の応答を表現する伝達関数Ｐ１（＝Ｘ１／Ｕ）
，Ｐ２（＝Ｘ２／Ｕ）の周波数応答特性は、図５（Ａ）及び図５（Ｂ）に示される周波数
応答特性と同様に、互いに相反する振舞い（逆相の共振モード）を示す。
【０１５２】
　そこで、第１及び第２の実施形態と同様に、制御器５０１，５０２を設計する（伝達関
数Ｃ１，Ｃ２を決定する）。ここで、図７（Ａ）及び図１８（Ａ）に示される剛体模型と
同様の模型を用いてマスクステージＭＳＴの力学的運動を表現する。これにより、Ｐ１，
Ｐ２の共振モードが互いに相殺し、高帯域でロバストなマスクステージＭＳＴの駆動（位
置制御）が可能となる。
【０１５３】
　本第３の実施形態に係るマスクステージＭＳＴでは、干渉計１６Ｘ１，１６Ｘ２及び１
６Ｘ１２，１６Ｘ２２による位置計測の基準位置（コーナーキューブ１５Ｘ１，１５Ｘ２

及び１５Ｘ１２，１５Ｘ２２の設置位置）は、適宜、互いに逆相の共振モードを示すマス
クステージＭＳＴの部分に選択される。この場合、ロバスト性を考慮して、共振周波数が
変わっても、共振比が一定になるような位置にセンサ（干渉計で用いるコーナーキューブ
）を配置することが最も好ましい。かかる観点から、例えば、図２５において、干渉計１
６Ｘ１，１６Ｘ2（第１計測器）の基準位置（コーナーキューブ１５Ｘ１，１５Ｘ２の設
置位置）に対し、コーナーキューブ１５Ｘ１２，１５Ｘ２２の設置位置（干渉計１６Ｘ１

２，１６Ｘ２２（第２計測器）の基準位置）を、図２５中に点線を用いて示される位置１
５Ｘ１０，１５Ｘ２０に変更しても良い。
【０１５４】
　以上説明したように、本第３の実施形態に係る露光装置によると、プレートステージＰ
ＳＴのように複数の部分（構成要素）から構成される複合ステージに限らず、マスクステ
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ージＭＳＴのように単一部分から構成される(剛性不足により複数部分から構成される複
合ステージとみなすことのできる)移動ステージに対しても、前述の第１及び第２の実施
形態と同様の駆動システムを構築することが可能であり、同等の効果を得ることができる
。また、制御対象（マスクステージＭＳＴ）の剛体モードと同相の共振モードを示す位置
（部分）に配置されたセンサ（第１計測器）を使ったセミクローズド制御の場合などでは
、制御対象の剛体モードと逆相の共振モードを示す位置（部分）にセンサ（第２計測器）
を（追加）配置し、上記と同様のＳＩＭＯ系のフィードバック制御系を構築し、発生する
負荷側の振動を抑圧することとしても良い。
【０１５５】
　なお、上記第３の実施形態では、制御対象であるマスクステージＭＳＴの制御量として
位置を選択したが、これに代えて速度、加速度等、位置以外の位置に関連する物理量を制
御量としても良い。かかる場合、マスク干渉計システム１６とは独立の速度計測器、加速
度計測器等を設置し、それらを用いて速度、加速度等を計測することとする。あるいは、
プレート干渉計システム１８の計測値の１階差分又は２階差分演算により、速度、加速度
を算出して用いても良い。
【０１５６】
　また、前述の第１の実施形態に対する変形例（図１７）と同様に、位置、速度、加速度
等、位置に関連する物理量を複数組み合わせてマスクステージＭＳＴの制御量とすること
も可能である。
【０１５７】
　また、上記第３の実施形態では、Ｘ軸方向に関してマスクステージＭＳＴを駆動する場
合について説明したが、Ｙ軸方向及びＺ軸方向に関してマスクステージＭＳＴを駆動する
場合についても、同様に、フィードバック制御系を設計（及び構築）することができる。
【０１５８】
　また、前述の第２の実施形態と同様に、回転（傾斜）方向（θｘ方向、θｙ方向、及び
θｚ方向）に関してマスクステージＭＳＴを駆動する場合についても、フィードバック制
御系を設計（及び構築）することができる。
【０１５９】
　《第４の実施形態》
　次に、第４の実施形態について、図２７～図２９に基づいて説明する。
【０１６０】
　本第４の実施形態では、プレートを保持するプレートテーブルと、プレートテーブルに
設けられたナットに螺合された（組み合わされた）送りねじをその軸周りに回転すること
によりプレートテーブルを走査方向に送る駆動部と、から構成される送りねじ式（例えば
ボールねじ式）のプレートステージを駆動対象として、駆動システムを構築する場合を取
り上げるものとする。
【０１６１】
　送りねじ式のプレートステージは、主に、静止型（ステップ・アンド・リピート方式）
の投影露光装置において採用されている。静止型の露光装置の構成は周知であるので、以
下では、プレートステージについてのみ説明することとし、その他の部分の構成等の説明
は省略する。
【０１６２】
　図２７（Ａ）及び図２７（Ｂ）には、第４の実施形態に係る送りねじ式のプレートステ
ージＰＳＴ’の構成が示されている。プレートステージＰＳＴ’は、プレートを保持する
プレートテーブルＰＴＢ’と、プレートテーブルＰＴＢ’をＸ軸方向に駆動する駆動部Ｐ
ＳＤ’と、を備えている。
【０１６３】
　プレートテーブルＰＴＢ’上には、その中央にプレートを吸着保持するプレートホルダ
ＰＨが固定されている。プレートテーブルＰＴＢ’の－Ｘ端面には、鏡面加工が施されて
反射面７６１が形成されている。プレートテーブルＰＴＢ’の底面には、その中央にボー
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ルネット（以下、ナットと略記する）７０１が固定されている。
【０１６４】
　プレートテーブルＰＴＢ’は、その底面が、ナット７０１をＹ軸方向に挟んで床面Ｆ上
に固定されたＸ軸方向に延びる一対のガイド７３１，７３２の上面と対向するように配置
され、その一対のガイド７３１，７３２上に、不図示の気体静圧軸受（例えばエアベアリ
ング）を介して非接触状態で支持（浮上支持）されている。
【０１６５】
　駆動部ＰＳＤ’は、ナット７０１とともにボールねじ７０を構成するねじ軸７０２と、
ねじ軸７０２をその軸周りに回転する回転モータ７１と、を備えている。ねじ軸７０２は
、所定長さの軸部と該軸部より大径で軸部の長手方向の両端部を除く部分に一体的にかつ
同軸で設けられたねじ部とを有する。ねじ軸７０２は、ねじ部が多数のボール（不図示）
を介してナット７０１に螺合（係合）されている。ねじ軸７０２の軸部の－Ｘ端部は床面
Ｆ上に固定された軸受７２３に回転自在に支持され、＋Ｘ端部は＋Ｘ端面より－Ｘ側の位
置が、床面Ｆ上に固定された別の軸受７２２に回転自在に支持されている。ねじ軸７０２

の軸部の＋Ｘ端は、軸用カップリング７２１を介して回転モータ７１の軸に連結されてい
る。回転モータ７１の本体は、床面Ｆ上に配置されている。ここで、軸受７２２には、ス
ラストベアリング（付図示）が設けられており、これにより、ねじ軸７０２に働くその軸
方向（Ｘ軸方向）の力が吸収される。
【０１６６】
　上述の構成のプレートステージＰＳＴ’では、回転モータ７１によりねじ軸７０２がそ
の軸周り（θｘ方向）に回転され、ボールねじ７０によりねじ軸７０２の回転がナット７
０１の並進に変換されることにより、プレートテーブルＰＴＢ’がＸ軸方向に駆動される
。
【０１６７】
　プレートテーブルＰＴＢ’のＸ位置は、干渉計７５１により計測される。干渉計７５１

は、プレートテーブルＰＴＢ’の反射面７６１に測長ビームを照射し、その反射光を受光
することで、プレートテーブルＰＴＢ’のＸ位置（Ｘ）を計測する。
【０１６８】
　回転モータ７１の回転（θｘ）は、ロータリーエンコーダ（エンコーダ）７５２により
計測される。エンコーダ７５２は、回転モータ７１の回転軸に固定された回転スリット７
６２を介して発光素子（不図示）からの光を受光する。これにより、回転モータ７１の回
転（θｘ）が計測される。
【０１６９】
　本第４の実施形態では、干渉計７５１及びエンコーダ７５２を用いて、図２８のブロッ
ク図で表される１入力２出力系（ＳＩＭＯ系）のフィードバック制御系が構築される。こ
のフィードバック制御系では、干渉計７５１（第１計測器）及びエンコーダ７５２（第２
計測器）により、それぞれ、プレートステージＰＳＴ’（制御対象）を構成するプレート
テーブルＰＴＢ’のＸ位置（第１制御量Ｘ）及び回転モータ７１の回転位置（第２制御量
θｘ）が計測される。これらの計測結果（Ｘ，θｘ）は、ステージ制御装置５０に供給さ
れる。ステージ制御装置５０は、計測結果（Ｘ，θｘ）を用いて操作量Ｕ（トルクτ）を
求め、求められた操作量Ｕを駆動部ＰＳＤ’へ送信する。駆動部ＰＳＤ’は、受信した操
作量Ｕ（トルクτ）に従って、トルクτに等しいトルクを回転モータ７１に発生させる。
これにより、プレートテーブルＰＴＢ’が駆動される。
【０１７０】
　図２８において、ステージ制御装置５０に含まれる目標生成部５００は、プレートテー
ブルＰＴＢ’のＸ位置の目標値Ｒを生成して、減算器５０３、変換器５０６に供給する。
【０１７１】
　減算器５０３は、干渉計７５１によって計測されるプレートステージＰＳＴ’（制御対
象）のプレートテーブルＰＴＢ’（伝達関数Ｐ１）のＸ位置Ｘ（現在位置）と目標位置Ｒ
との差、すなわち偏差（Ｒ－Ｘ）を算出し、制御器５０１（伝達関数Ｃ１）に供給する。
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変換器５０６は、Ｘ位置の目標値Ｒを該目標値Ｒに相当（対応）するθｘ位置（回転モー
タ７１の回転位置）Ｒθに変換して、減算器５０４に供給する。他方の減算器５０４は、
エンコーダ７５２によって計測されるプレートステージＰＳＴ’（制御対象）の回転モー
タ７１（伝達関数Ｐ２）の回転位置θｘ（現在位置）とθｘ位置Ｒθとの差、すなわち偏
差（Ｒθ－θｘ）を算出し、制御器５０２（伝達関数Ｃ２）に供給する。
【０１７２】
　制御器５０１は、偏差（Ｒ－Ｘ）が零となるように、演算（制御演算）により中間量Ｃ

１（Ｒ－Ｘ）を算出し、加算器５０５に送出する。同様に、制御器５０２は、偏差（Ｒθ

－θｘ）が零となるように、制御演算により中間量Ｃ２（Ｒθ－θｘ）を算出し、加算器
５０５に送出する。
【０１７３】
　加算器５０５は、制御器５０１，５０２の出力（中間量）を加算して操作量Ｕを求める
。このように、ステージ制御装置５０は、第１及び第２計測器（干渉計７５１及びエンコ
ーダ７５２）の計測結果（Ｘ，θｘ）と目標位置（Ｒ、Ｒθ）とに基づいて演算式Ｕ（Ｒ
－Ｘ，Ｒθ－θｘ）＝Ｃ１（Ｒ－Ｘ）＋Ｃ２（Ｒθ－θｘ）で表される制御演算を行って
操作量Ｕを求め、該操作量Ｕを制御対象であるプレートステージＰＳＴ’に与える。これ
により、操作量Ｕに従ってプレートステージＰＳＴ’が駆動される。
【０１７４】
　図２９（Ａ）及び図２９（Ｂ）には、それぞれ、回転モータ７１及びプレートテーブル
ＰＴＢ’の入出力応答、すなわち操作量Ｕ（トルクτ）に対する制御量θｘ，Ｘの応答を
表現する伝達関数Ｐ２（＝θｘ／Ｕ），Ｐ１（＝Ｘ／Ｕ）の周波数応答特性を示すボード
線図が示されている。図２９（Ａ）及び図２９（Ｂ）のいずれにおいても、上側の図がゲ
イン線図、下側の図が位相線図である。伝達関数Ｐ２，Ｐ１は、並進運動に係る剛体模型
（図７（Ａ）参照）から導出される伝達関数Ｐ２，Ｐ１（図５（Ａ）及び図５（Ｂ））及
び回転運動に係る剛体模型（図１８（Ａ）参照）から導出される伝達関数Ｐ２，Ｐ１（図
１９（Ａ）及び図１９（Ｂ））と、ほぼ同様の振舞いを示す。すなわち、伝達関数Ｐ１，
Ｐ２は、互いに相反する振舞い（逆相の共振モード）を示す。（伝達関数Ｐ１は剛体モー
ドと逆相の共振モードを示し、伝達関数Ｐ２は剛体モードと同相の共振モードを示す。）
。
【０１７５】
　上述の伝達関数Ｐ１，Ｐ２の振舞いは、プレートテーブルＰＴＢ’と回転モータ７１と
の連結部分（ボールねじ７０等）の剛性不足に起因すると考えられる。従って、プレート
テーブルＰＴＢ’と回転モータ７１との力学的運動を、図７（Ａ）及び図１８（Ａ）に示
される剛体模型と同様に、ばねにより連結された２つの剛体の運動として表現することが
できる。
【０１７６】
　従って、前述の第１～第３の実施形態と同様に、図７（Ａ）又は図１８（Ａ）の剛体模
型を適用して、制御器５０１，５０２を設計する（伝達関数Ｃ１，Ｃ２を決定する）こと
により、伝達関数Ｐ１，Ｐ２の共振モードが互いに相殺し、高帯域でロバストなプレート
テーブルＰＴＢ’（プレートステージＰＳＴ’）の駆動が可能となる。
【０１７７】
　以上説明したように、本第４の実施形態によると、プレートテーブルＰＴＢ’の並進運
動と回転モータ７１の回転運動が結合した送りねじ式のプレートステージＰＳＴ’を制御
対象として、第１～第３の実施形態と同様の駆動システムを構築することが可能であり、
同等の効果を得ることができる。また、制御対象（送りねじ式のプレートステージ）の剛
体モードと同相の共振モードを示す位置（部分）に配置されたセンサ（第１計測器）を使
ったセミクローズド制御の場合などでは、制御対象の剛体モードと逆相の位置（部分）に
センサ（第２計測器）を（追加）配置し、上記と同様のＳＩＭＯ系のフィードバック制御
系を構築し、発生する負荷側の振動を抑圧することとしても良い。
【０１７８】
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　なお、上記第４の実施形態では、プレートテーブルＰＴＢ’の制御量として位置を選択
したが、これに代えて速度、加速度等、位置以外の位置に関連する物理量を制御量として
選択しても良い。かかる場合、干渉計７５１とは独立の速度計測器、加速度計測器等を設
置し、それらを用いて速度、加速度等を計測することとする。あるいは、プレート干渉計
システム１８の計測値の１階差分又は２階差分演算により、速度、加速度を算出して用い
ても良い。
【０１７９】
　また、第１の実施形態に対する変形例（図１７）と同様に、位置、速度、加速度等、位
置に関連する物理量を複数組み合わせてプレートテーブルＰＴＢ’の制御量とすることも
可能である。
【０１８０】
　なお、上記第４の実施形態では、回転モータ７１の制御量として回転位置を選択したが
、これに代えて回転速度、回転加速度等、回転位置以外の位置に関係する物理量を制御量
として選択しても良い。かかる場合、エンコーダ７５２とは独立の回転速度計測器、回転
加速度計測器等を設置し、それらを用いて回転速度、回転加速度等を計測することとする
。あるいは、エンコーダ７５２の計測値の１階差分又は２階差分演算により、回転速度、
回転加速度を算出して用いても良い。
【０１８１】
　また、第１の実施形態に対する変形例（図１７）と同様に、回転位置、回転速度、回転
加速度等、回転位置に関連する物理量を複数組み合わせて回転モータ７１の制御量とする
ことも可能である。
【０１８２】
　なお、上記各実施形態では、露光装置におけるプレートステージＰＳＴ及び／又はマス
クステージＭＳＴを制御対象として駆動システムを構築する場合について説明した。しか
し、露光装置に限らず、精密且つ安定な駆動（位置又は速度等の制御）を要する装置、例
えば工作装置における可動ステージ、ロボットアームのような搬送装置等に対しても、上
記各実施形態の駆動システム（ＳＩＭＯ系）を適用することができる。
【０１８３】
　また、計測器を追加する等して、主共振のみでなく、２次共振以上の高次共振に対して
も同様に適用させることが可能である。
【０１８４】
　なお、プレート干渉計システム１８及びマスク干渉計システム１６の構成は、上記第１
、第２、第３の実施形態における構成に限らず、目的に応じて、適宜、さらに干渉計を追
加した構成を採用することができる。また、プレート干渉計システム１８に代えて、ある
いはプレート干渉計システム１８とともにエンコーダ（又は複数のエンコーダから構成さ
れるエンコーダシステム）を用いても良い。また、マスク干渉計システム１６に代えて、
あるいはマスク干渉計システム１６とともにエンコーダ（又は複数のエンコーダから構成
されるエンコーダシステム）を用いても良い。
【０１８５】
　なお、上記各実施形態に係る露光装置は、サイズ（長辺又は直径）が５００ｍｍ以上の
基板、例えば液晶表示素子などのフラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）用の大型基板を
露光する露光装置に対して適用することが特に有効である。
【０１８６】
　また、上記各実施形態に係る露光装置において、照明光は、ＡｒＦエキシマレーザ光（
波長１９３ｎｍ）、ＫｒＦエキシマレーザ光（波長２４８ｎｍ）などの紫外光や、Ｆ2レ
ーザ光（波長１５７ｎｍ）などの真空紫外光であっても良い。また、照明光としては、例
えばＤＦＢ半導体レーザ又はファイバーレーザから発振される赤外域、又は可視域の単一
波長レーザ光を、例えばエルビウム（又はエルビウムとイッテルビウムの両方）がドープ
されたファイバーアンプで増幅し、非線形光学結晶を用いて紫外光に波長変換した高調波
を用いても良い。また、固体レーザ（波長：３５５ｎｍ、２６６ｎｍ）などを使用しても
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良い。
【０１８７】
　また、上記実施形態では、投影光学系ＰＬが、複数本の光学系を備えたマルチレンズ方
式の投影光学系である場合について説明したが、投影光学系の数はこれに限らず、１つ以
上あれば良い。また、マルチレンズ方式の投影光学系に限らず、例えばオフナー型の大型
ミラーを用いた投影光学系などであっても良い。また、上記実施形態では投影光学系ＰＬ
として、投影倍率が等倍系のものを用いる場合について説明したが、これに限らず、投影
光学系は拡大系及び縮小系のいずれでも良い。
【０１８８】
　なお、上記各実施形態においては、光透過性のマスク基板上に所定の遮光パターン（又
は位相パターン・減光パターン）を形成した光透過型マスクを用いたが、このマスクに代
えて、例えば米国特許第６，７７８，２５７号明細書に開示されているように、露光すべ
きパターンの電子データに基づいて、透過パターン又は反射パターン、あるいは発光パタ
ーンを形成する電子マスク（可変成形マスク）、例えば、非発光型画像表示素子（空間光
変調器とも呼ばれる）の一種であるＤＭＤ（Digital Micro-mirror Device）を用いる可
変成形マスクを用いても良い。
【０１８９】
　また、上記各実施形態（のステージ駆動システム）は、一括露光型又はスキャニング・
ステッパなどの走査型露光装置、及びステッパなどの静止型露光装置のいずれにも適用す
ることができる。また、ショット領域とショット領域とを合成するステップ・アンド・ス
ティッチ方式の投影露光装置にも上記各実施形態は適用することができる。また、上記各
実施形態は、投影光学系を用いない、プロキシミティ方式の露光装置にも適用することが
できるし、光学系と液体とを介して基板を露光する液浸型露光装置にも適用することがで
きる。この他、上記各実施形態は、例えば米国特許第６，６１１，３１６号明細書などに
開示されている、２つのパターンを、投影光学系を介して基板上で合成し、１回のスキャ
ン露光によって基板上の１つのショット領域をほぼ同時に二重露光する露光装置などにも
適用できる。
【０１９０】
　また、露光装置の用途としては、角型のガラスプレートに液晶表示素子パターンを転写
する液晶用の露光装置に限定されることなく、例えば半導体製造用の露光装置、薄膜磁気
ヘッド、マイクロマシン及びＤＮＡチップなどを製造するための露光装置にも広く適用で
きる。また、半導体素子などのマイクロデバイスだけでなく、光露光装置、ＥＵＶ露光装
置、Ｘ線露光装置、及び電子線露光装置などで使用されるマスク又はレチクルを製造する
ために、ガラス基板又はシリコンウエハなどに回路パターンを転写する露光装置にも上記
各実施形態を適用できる。なお、露光対象となる物体はガラスプレートに限られるもので
なく、例えばウエハ、セラミック基板、あるいはマスクブランクスなど、他の物体でも良
い。
【０１９１】
　液晶表示素子（あるいは半導体素子）などの電子デバイスは、デバイスの機能・性能設
計を行うステップ、この設計ステップに基づいたマスク（あるいはレチクル）を製作する
ステップ、ガラスプレート（あるいはウエハ）を製作するステップ、上述した各実施形態
の露光装置、及びその露光方法によりマスク（レチクル）のパターンをガラスプレートに
転写するリソグラフィステップ、露光されたガラスプレートを現像する現像ステップ、レ
ジストが残存している部分以外の部分の露出部材をエッチングにより取り去るエッチング
ステップ、エッチングが済んで不要となったレジストを取り除くレジスト除去ステップ、
デバイス組み立てステップ、検査ステップ等を経て製造される。この場合、リソグラフィ
ステップで、上記実施形態の露光装置を用いて前述の露光方法が実行され、ガラスプレー
ト上にデバイスパターンが形成されるので、高集積度のデバイスを生産性良く製造するこ
とができる。
【０１９２】
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　なお、これまでの説明で引用した露光装置などに関する全ての公報、及び米国特許明細
書の開示を援用して本明細書の記載の一部とする。
【産業上の利用可能性】
【０１９３】
　本発明の駆動システム及び駆動方法は、制御対象を精度良く且つ安定して駆動するのに
適している。また、本発明の露光装置及び露光方法は、物体上にパターンを形成するのに
適している。また、本発明の駆動システム設計方法は、ステージ等を制御対象とする駆動
システムを設計するのに適している。
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